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第１ 請求の概要と受理

１ 請求人

ａ

ｂ

２ 請求書の提出

平成 25月４月 30日

３ 請求の主たる内容

「田中議員に政務調査費不当計上額 2,140,500 円の計上取消しと、不当利得

1,040,874円の金員の返還を請求するよう杉並区長に求める。」（原文のまま）

請求人が提出した「杉並区議会の田中ゆうたろう議員に対する平成 23 年度

政務調査費に関する措置請求書」は別紙１－１のとおりであり、主張事実及び

平成 25年５月 17日に行った請求人の陳述の要旨は次のとおりである。

（主張事実等の要旨）

（１）収支報告書について

政務調査費受給額 1,760,000 円に対して、2,859,653 円の支出があったと

して収支報告がなされている。

政務調査費を受給額の範囲内で支出し、支出額が受給額を超えないよう

にすることは基本的な原則であり、支出額のどの部分が政務調査費による

支出なのか、議員個人の資金による支出なのかが不明確な収支報告書は作

成されるべきでない。

したがって、上記のように、支出額が受給額を極端に超過するような収

支報告書は、基本的な原則を無視しており、その全体が不当である。

（２）明星大学通信教育部学費及びスクーリング受講費について

田中議員は、平成 20年から学校法人山本学園明愛幼稚園に勤務し、事務

及び日本語講師を担当している。また、同幼稚園は田中議員の親族が経営

しており、幼稚園経営はいわば家業に当たる。

したがって、幼児教育関係の通信教育受講は自己の私的な技能習得が目

的と考えられ、明星大学通信教育部学費及びスクーリング受講費 93,000円

は、政務調査費の対象経費とは認められていない個人的技能の習得に関す

る経費に該当し、杉並区議会の会派及び議員に対する政務調査費の取扱い

に関する規程（以下「規程」という。）に違反する。

（３）明治大学大学院ガバナンス研究科学費及び諸費用について

明治大学大学院への入学は、学歴獲得のため又は学識・能力の向上のた

めであり、自己の私的な技能習得が目的である。

また、平成 18年 11月８日の東京高裁判決（以下「平成 18年東京高裁判
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決」という。）は、所属会派から派遣されたことを要件として、明治大学大

学院の学費を政務調査費から支出することを認めたものである。田中議員

の場合は独断で入学を決定し、所属会派の決定により派遣されたものでは

なく、判例からしても認められない。

さらに、地方分権一括法の施行後 10 年以上が経過した現在においては、

政策立案等の能力・知識を取得している者が議員に就任していると考える

べきであり、公費で公共政策大学院等に派遣し、勉学させる意義はない。

したがって、明治大学大学院ガバナンス研究科学費及び諸費用 947,500

円は、政務調査費の対象経費とは認められていない個人的技能の習得に関

する経費に該当し、規程に違反する。

（４）事務所費について

本件賃貸借契約の概要は次のとおりである。

契約締結日：平成23年３月１日

貸主：Ａ

借主：杉並区和田１－61－18－203 田中裕太郎

賃貸借物件：杉並区和田１－61－18 住宅の一部２階10畳１室（第203号

室）

賃料：月100,000円

契約期間：平成23年４月１日から平成25年３月31日までの２年間

事務所費については、上記の内容等から、以下のような問題点がある。

① 杉並区和田１-61-18の２階 10畳１室（203号室）をＡから借用してい

るが、契約書の田中議員の住所と同一であり、203号室を新規に追加借用

したのか、元から 203 号室に居住していて、新規に賃貸借契約を締結し

たのかが不明である。

② Ａは、田中議員の同居の祖母であり、生計を一にする親族と考えられ

るが、田中議員から生計を一にする親族ではないという証明が一切ない。

③ 本件建物に係る登記簿を調査したところ、２階部分の所有者は学校法

人山本学園、３階部分の所有者はＡ外３名であり、Ａ１人の所有ではな

く、所有者でない者との契約で無効である。

④ 「田中ゆうたろう・田中ゆうたろうを育てる会事務局」「今申楽朧座・

朧太夫」の表札があるが、田中議員自身の居住部分、田中ゆうたろうを

育てる会事務局及び今申楽朧座との事務所の使用面積割合、賃料の負担

割合が不明である。

⑤ 賃貸借契約書では、賃料は毎月末日までに翌月分を支払うこととなっ

ているが、領収書上は、当月分を当月末に支払っている。このことは、

実態が伴っていないため、賃貸借契約書と異なる処理をしたものと推定

される。

以上の点を総合して判断すると、本件賃貸借契約は当該住宅の所有者で

ない者との契約であって無効であり、当該住宅内の事務所は実態としては

「賃借」ではなく「自己所有」に該当し、事務所費 550,000 円（＠100,000

円×1/2（按分）×11か月）の支出は規程に違反する。
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（５）人件費について

補助職員Ｂの勤務報告書及び領収書は、以下の点から、平成 23年度分全

体が意図的な架空の作文であって、虚偽であると判断でき、同氏に支払っ

たとする人件費 550,000円（＠50,000円×11か月）は事実に基づかない架

空計上である。

① 平成 23年９月２日から９月 27日までの間、Ｂは、Ｃ名で秋田県で一

箇月興行に出演しており、その期間に田中議員の事務所で勤務すること

は、物理的に不可能である。

② 平成 23年７月１日に、Ｂは、Ｃ名で秋田県で歌舞伎ワークショップの

講師を務めており、少なくともその前後の日に田中議員の事務所で勤務

することは、物理的に不可能である。

③ 平成 23年 12月分の勤務報告書では、出勤日が 10日となっているのに

対し、９日しか勤務しておらず、明らかに勤務報告書の作文作成時のう

っかりミスである。

④ 一般論として、Ｂのような俳優・タレントは、舞台稽古も含め、公演

前後の期間は、アルバイトなどをする時間的余裕はなく、年間を通して、

毎月、適当な間隔で出勤することは、極めて不自然である。

以上のとおり、不当計上額の合計は 2,140,500 円（93,000 円＋947,500 円

550,000円＋550,000円）であり、支出合計額（2,859,653円）から不当計上額

（2,140,500円）を差し引いた 719,153円は問題点不指摘額である。

したがって、政務調査費受給額（1,760,000円）から問題点不指摘額（719,153

円）を差し引いた 1,040,847円が不当利得となる。

４ 請求の受理

本件請求は、請求人の資格、監査請求期間など、地方自治法（以下「法」と

いう。）第 242条所定の要件を具備しているものと認め、平成 25年５月９日の

監査委員会議において受理することを決定した。

受理に先立ち、法第 199条の２の規定に基づき、吉田愛委員、増田裕一委員

の２名は除斥とした。（吉田、増田両委員は同年６月 13日に退任）

また、同年６月 14 日に監査委員に就任した小泉靖男委員、小川宗次郎委員

の２名については、同日の監査委員会議にて除斥とした。
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第２ 監査の実施

１ 証拠の提出及び陳述等

請求人に対して、法第 242 条第６項の規定に基づき、証拠の提出及び陳述の

機会を設けた。

請求人は、平成 25年５月 15日に、措置請求書の追記（別紙１－２）を行う

とともに、証拠資料（別紙１－３）として、本件賃貸借契約書の写し、本件建

物に係る登記簿謄本、補助職員のプロフィールなどを提出した。

また、請求人は、同年５月 17日に、請求の趣旨を補足する陳述を行った。

２ 監査対象事項

田中ゆうたろう議員に交付された平成23年度分の政務調査費の収支報告書の

違法・不当の有無を、また、当該政務調査費のうち、①明星大学通信教育部学

費及びスクーリング受講費 93,000円、②明治大学大学院ガバナンス研究科学費

及び諸費用 947,500円、③事務所費 550,000円、④人件費（会派事務補助職員に

係る人件費を除く。）550,000 円の支出の違法・不当の有無を監査対象事項とす

る。

３ 対象部局とその抗弁要旨

総務部総務課及び区議会事務局を本件監査の対象部局とし、抗弁書の提出を

求めるとともに、平成 25年５月 28日に説明聴取を行った。その主な内容は以

下のとおりである。また、適宜関係書類の提出を求め、調査を行った。

３－１ 総務部総務課

政務調査費とは、議員の調査研究に資するための必要な経費の一部として

交付するものであり、その支出等については、区議会事務局次長に委任され

ている。また、政務調査費の執行は、第一に会派や議員の倫理観を前提にし

た自己検査、第二に議会の代表者としての議長が調査することが妥当であり、

議会の自律性の中で処理することが適当と考えている。

政務調査費の使途基準は、杉並区議会の会派及び議員に対する政務調査費

の交付に関する条例（以下「条例」という。）に基づき、杉並区議会の会派

及び議員に対する政務調査費の交付に関する条例施行規則（以下「規則」

という。）第６条及び別表で規定され、規程で使途基準細目が規定されて

いる。

政務調査費の使途基準については、学識経験者等を委員に加えた杉並区議

会政務調査費専門委員会及び杉並区議会政務調査費調査検討委員会において

検討を行い、平成 23年５月及び平成 24年４月に規程の使途基準細目の一部

改正を行っている。このように、時代の要請に応えられる使途基準づくりや

区民への説明責任を果たすことなどを目指した検討を進め、適正な支出が行

われてきたと理解している。

また、区は、執行機関と議会ないしこれを構成する議員又は会派との抑制

と均衡を図り、議会の自主性及び自律性を尊重しつつも、収支報告書の写し
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の内容から、政務調査費の適正な執行が行われているかをチェックすること

で、政務調査費の透明性を確保し、区長の政務調査費の交付者としての責任

を果たしているものと考えている。

本件については、条例第 11条の規定に基づき、区議会議長が報告書及び領

収書等を調査し、適正な執行であると判断したものと考えている。執行機関

である区長は、提出された報告書の写しをもとに政務調査費の支出について

明らかな使途基準違反があるか等のチェックを行ったが、違反は見つからな

かった。現在まで、修正等の新たな報告書の提出がないので、支出に誤りが

あったとは認識していない。

しかし、今回の措置請求書の記載に、提出された報告書と矛盾する事項が

指摘されていることから、この点については、議員個人の自己検査や議長の

調査権の中で正否を明らかにすることを望むものである。

３－２ 区議会事務局

（１）政務調査費について

区では平成 13年３月に条例を定め、出納簿（平成 18年度分までは写し）

を収支報告書とあわせ区議会議長に提出し、区民が閲覧できるよう対応し、

その後、平成 18年 12月に政務調査費の収支報告の際に領収書その他の証

拠書類を添付する条例改正を行い、以後、使途基準の明確化と透明性の確

保を順次図ってきている。

調査研究活動に伴う経費としての支出の適合性については、調査研究活

動の主体である会派及び議員の自律的判断に委ねられているものと解され

ている。

一方で、政務調査費は公費から交付されるのであるから、会派及び議員

においては、常にコスト意識を持ち、使途の透明性を確保するとともに、

会派及び議員の判断についても区民に対して十分に説明していく責任を果

たしていくことが求められている。

（２）収支報告書について

一般に、政務調査活動にかかる経費が交付された額を超えた場合には、

当該会派及び議員自身がその経費を負担することになり、政務調査活動に

関する経費には上限はなく、特段の規定も設けていない。

しかし、田中議員のように 100 万円を超える経費の超過は異例であり、

収支報告を行う際には経費を闇雲に計上するのではなく、交付を受けるべ

き対象としてふさわしい経費かどうか、特に交付額を著しく超過する場合

には、一定の配慮の上に常識的な範囲で収支報告は行われる必要があると

解し、十分留意するよう伝えた。

（３）明星大学通信教育部学費・明治大学大学院ガバナンス研究科学費等につ

いて

平成 18年東京高裁判決で、公共政策大学院の学費に関し、条例及び規則

等に直接規定されていないとしても、調査研究に資するための必要な経費

に該当し、公共政策大学院へ通学することは、議員の調査研究活動の基盤
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の充実を図るという政務調査費の制度趣旨に合致するものであるというこ

とができ、当該学費は、調査研究活動に必要な経費に該当すると判断され

ている。

判例は、公共政策大学院に関するものであるが、議員にとってより高い

政策立案能力や高度の知識が必要となっている現状からも、個人の能力を

高めることにつながり、一般質問等の議員活動を通じて杉並区政に還元さ

れるものとみなせるものであれば、学校等における授業料についても、区

政に関する調査研究に資するための必要な経費として認められるものとし

て取り扱っている。

しかし、明星大学通信教育に係る請求人の指摘にあるように、そこで得

た知識を活用し、家業に携わっている事実があるなど、そのための学費と

みるべき比重が一定程度あるのであれば、その全額を区政に関する調査研

究に資するための経費とは捉えることはできない。

現時点では、具体的な資料の提示や説明がなされていないことから、全

額を政務調査費で充てることが適正なものと判断することはできない。

（４）事務所費について

本件事務所については、田中議員と所有者であるＡとの間で賃貸借契約

を締結しており、同人は生計を一にしている親族ではない旨の説明を受け

ていたことから、政務調査費としての支出を認めてきた。

請求人の疑義について田中議員に聴聞したところ、Ａは生計を一にする

親族ではない、学校法人山本学園の代表者がＡであることから、同人と賃

貸借契約を締結したなどの説明を受けた。

しかし、いまだ賃借関係の実態が十分に説明されたとは考えられず、ま

た、契約書関係については十分な説明のないままに不備な点も多く、現在

の資料等からは適正なものと判断することはできない。

（５）人件費について

請求人から証拠書類等に記載されている職員の勤務実態が無い部分があ

る旨指摘を受けたことから、特に強く田中議員に聴聞したところ、政務調

査活動の事務補助職員が勤務できない場合には、代行者がこれを行ってい

たという釈明を受けた。

そうすると、現時点で提出されている勤務報告書等は、事実とは異なる

報告となり、改めて新しい報告書等の提出がなされるべきであり、現在の

説明のみでは適正なものと判断することはできない。

（６）聴き取り等調査を終えて

現時点での証拠書類等の状況では、十分な説明が行われていると判断す

ることはできず、使途基準に従って行われた支出に該当するか判断できな

いことから、さらなる具体的な疎明資料の提出を求めた。

しかしながら、田中議員からは、必要十分な説明を行っているという認

識の下、提出した資料に基づき、監査の結果を待ちたいという回答を受け

た。
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４ 区議会議長の調査回答の要旨

条例第11条で、区議会議長は政務調査費の適正な運用を期すため、必要に応じ

調査を行うことができるとされていることから、区議会議長を本件監査に必要な

関係人と位置付け、平成25年５月９日付け文書により、請求人が指摘している政

務調査費の支出の違法・不当の有無について調査協力を依頼した。同年５月22日

付けの回答要旨は、以下のとおりである。

（１）調査結果について

田中議員の平成 23 年度分の政務調査費について、請求人が指摘している

政務調査費の支出の違法・不当の有無の確認を行ったが、現時点での証拠書

類等の状況では、十分な説明が行われていると判断することはできず、使途

基準に従って行われた支出に該当するか判断できなかった。今後も引き続き、

調査研究活動との関連を補う説明処理等を進めていく。

（２）請求人の主張に対する見解等

区議会事務局の抗弁書と同様の内容が記載されている。

（３）田中議員の説明要旨

収支報告書は、条例に定められた使途基準・使途基準細目に従って作成を

行ったものである。請求内容は、以下に述べるとおり、全くの事実誤認に基

づくもので、不当であり、認められない。

① 明星大学通信教育部学費及びスクーリング受講費について

同大学通学及びスクーリング受講の目的は、区の幼児教育・保育行政に関

する調査研究であり、実際に平成 23 年度夏季スクーリングにおいて受講し

た教育社会学、保育学など、本学で習得した専門的知識をもとに、政策作成・

提言を行い、議員活動に反映している（平成 23 年決算特別委員会、同年第

４回定例会一般質問、平成 24 年基本構想に関する特別委員会、同年予算特

別委員会など）。

よって、支出は正当であり、「自己の私的な技能習得の目的のため、区の

条例に基づく規定に反する」などとする請求内容の指摘は不当である。

なお、他自治体においても、議員の大学学費に関する類似の実例があり、

監査請求が出されているが（平成21年度北九州市、平成23年度青梅市）、い

ずれも棄却されている。

② 明治大学大学院ガバナンス研究科学費及び諸費用について

同大学院には、公共政策の調査研究を目的として入学し、以降通学するも

のであり、実際に本学で習得した公共政策に関する知識をもとに、政策作

成・提言を行い、議員活動に反映している。

よって、支出は正当であり、大学院入学を「自己の学歴取得のため、又は

学識・能力の向上のためであり、自己の私的な技能取得が目的である」など

とする請求内容の指摘は不当である。

なお、公共政策大学院の学費については、既に区議会議員の学費支出の当

否を論じた平成 18 年東京高裁判決があり、そこでは、議員が、政務調査費

を用いて、公共政策大学院に学ぶことの意義が高く評価されている。
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③ 事務所費について

杉並区和田１-61-18の２階の間取りは別紙３添付の図面のとおりであり、

マンションと同じ構造となっている。203号室には本人の親戚が長らく居住

していたが、平成 20年に他所に移転したため、平成 23年３月まで空室であ

ったところ、４月以降、貸主であるＡと賃貸借契約を結び、本人の事務所と

して借用するに至った。なお、201 号室はＡ、202 号室は本人・両親・弟の

自宅である。

よって、支出は正当であり、「記載が事実に反し無効」「作文である」など

とする請求内容の指摘は不当である。

④ 人件費について

事務補助に当たっては、事務補助職員Ｂの監督・指示のもと、同氏の友人

（Ｄ）が事務所に来て、同氏の業務を補佐・代行したこともあった。Ｂには、

実際には、収支報告書・勤務報告書に記載した日程・時間帯以外にも事務補

助を委託し、月５万円以上支払ったが、政務調査費からの支出は上限５万円

と定められているので、各報告書への記載は同額相当分に留めた。勤務報告

書については、記録はとっていないので、記憶に基づいて正確に記載した。

よって、支出は正当であり、「事実に基づかない架空計上であり、虚偽に

よる詐取であると言われてもやむを得ない」などとする請求内容の指摘は不

当である。

５ 区議会議長の再調査回答（田中議員の説明）の要旨

平成25年５月22日付けの回答書では、事実関係が明らかにならなかったため、

区議会議長に再調査を依頼した。再調査においては、質問項目を設定し、具体的

な説明と事実関係を裏付ける証拠となる資料の提示又は提出を求めた。同年６月

４日の再調査回答における田中議員の説明要旨は以下のとおりである。

（１）明星大学通信教育部学費及びスクーリング受講費について

在籍している学部名・学科名（受講コース名）は、何か。正科生なのか、

それとも科目等履修生なのか。また、いつから在籍しているのか。

【回答】 人文学部心理・教育学科（通信教育課程） 正科生 平成19年10

月１日

（２）事務所費について

① 本件賃貸借契約について

ア 賃借部分は、契約書では「２階」となっているが、登記簿謄本では「３

階」ということでよいか。

【回答】 よい。

イ 当該３階部分は、Ａ外３名の共有になっているが、Ａ１人と契約を締結

しているのは、なぜか。

【回答】 Ａは他３名の母であり、当該３階部分の所有者はもともと同氏

であった。登記簿変更後も、世間の慣習に多く見られるように、

同氏が当該３階部分の実質的な大家であるとみなして、同氏と契



9

約を締結した。

ウ 203号室の使用関係について

 賃借部分は、10畳（１室）となっているが、203号室のどの部分か。

【回答】 調査回答書に添付の平面図（別紙３添付の図面）中、Ｌ（リ

ビング）と記載された面積のうちの10畳分である。

 10畳以外の部分の使用関係は、どのようになっているのか。

【回答】 Ａが物置として利用している。

 「田中ゆうたろうを育てる会事務局」と「今申楽朧座」は、どこにある

のか。203号室にある場合、議員事務所との使用面積割合、賃料の負担

割合は、どのようになっているのか。

【回答】 「田中ゆうたろうを育てる会事務局」と「今申楽朧座」は、

両名義宛の郵便物を田中ゆうたろう本人が受け取る必要上、便

宜的に表札に併記しているもので、実質的な使用面積はゼロで

ある。

エ 調査回答書では、「平成23年３月までは203号は空室であった」、「本人の

自宅は202号室である」と述べているのに対し、同年３月１日付けの契約

書では、田中議員の住所が和田１－61－18－203になっているのは、なぜ

か。

【回答】 契約書中の田中ゆうたろう住所「和田１－61－18－203」は当

方の不注意によるミスであり、正しくは「和田１－61－18－202」

である。

オ 賃料の実際の支払方法（当月分を当月末に支払）が契約内容（当月分

を前月末までに支払）と異なっているのは、なぜか。また、領収書以外

で、賃料の支払の事実が確認できるものがあるか。（例えば、Ａの確定申

告書又は通帳の写しの該当部分等）

【回答】 特に理由はない。実際の支払方法と契約内容の齟齬に、双方

の契約者ともうっかり気付かずに今日に至ったのが実際である。

領収書以外で、報酬の支払の事実が確認できるものの存否に

ついてＡに尋ねたが、回答を得られなかった。よって、当方で

は把握していない。

② 生計を一にする親族の有無について

生計を一にする親族は、存在するか否か。存在する場合は、誰か。また、

扶養関係が確認できるものがあるか。（例えば、本人の源泉徴収票又は確定

申告書の写しの該当部分等）

【回答】 生計を一にする親族はいない。

扶養関係が確認できるものとして、源泉徴収票の該当部分の写し

（別紙４添付の書面）を添付する。

（３）人件費について

① Ｂが行ったとする「監督・指示」の具体的な方法・内容はどのようなもの

か。

【回答】 視察資料作成や委員会資料作成のため、テープ起こしやパソコン
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への入力作業を円滑に進めるに当たり、勤務者として責任をもって、

友人のＤの協力を得ながら、その一部を補佐・代行して頂いていた。

同氏の作業に支障なきよう、携帯電話やパソコンを利用して随時連

絡を取り合い、打合せを綿密に行いながら、同氏の作業を監修して

いた。また、作業の順序、機器の操作方法、視察や委員会に関する

事項など、必要な知識を同氏に随時指導していた。

② Ｄが行ったとする「補佐・代行」の具体的な内容はどのようなものか。

【回答】 友人のＢと、携帯電話やパソコンを利用して随時連絡を取り合い、

打合せを綿密に行いながら、同氏のテープ起こしやパソコンへの入

力作業に種々の助言を頂き、一部単純作業を手伝うなど協力頂いて

いた。

③ Ｂが単独で勤務した日とＤが補佐・代行した日はそれぞれいつか。

【回答】 記憶していない。

④ 領収書以外で、報酬の支払の事実が確認できるものがあるか。（例えば、

Ｂの確定申告書又は通帳の写しの該当部分等）

【回答】 Ｂに尋ねたが、回答を得られなかった。よって、当方では把握し

ていない。
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第３ 監査の結果と判断

１ 監査結果

本件請求については、平成 25年６月 24日、監査委員２名の合議により次のよ

うに決定した。

請求の一部を認容し、残余の部分について棄却する。

政務調査費からの支出が不適切であると認定した金額は、次の表のとおりであ

る。

認 容 部 分 要返還額

明星大学通信教育部学費及びスクーリング受講費に係る部分 93,000円

事務所費に係る部分 550,000円

人件費に係る部分 550,000円

合 計 1,193,000円

当該支出を行った田中ゆうたろう議員に対する返還に必要な措置を、平成 25

年８月 31日までに講じられるよう、区長に対して勧告する。

２ 判断

２－１ 監査の基本的な考え方

監査対象事項の監査に当たっては、政務調査費制度の趣旨を踏まえ、条例等

の規定、判例、議会が自主的に定めた使途基準及び同細目等に照らし、各請求

項目に係る政務調査費の支出が請求人の主張するように違法・不当なものであ

ったかどうかについて検証し、判断するものとする。

本件政務調査費の支出について、請求人から請求を裏付ける具体的な証拠書

類等を添付したうえで、その適正性に対して外形上明らかな疑義が呈されてい

るものがある。これらに対しては、条例の定める使途に政務調査費を支出した

ことを具体的かつ客観的に明らかにする抗弁ないし説明が必要である。

以上の観点から本件政務調査費の支出の適否について検証した。

２－２ 請求項目についての検証と判断

（１）収支報告書について

平成 23 年度分の政務調査費について、田中議員が収支報告書に計上した金

額は 2,859,653円であり、条例による交付額 1,760,000円に対して 1,099,653円

超過していたことが確認できる。

請求人は、「政務調査費は交付額の限度内で支出し、支出額が交付額を超え

ないよう支出を図るのが原則であり、本件のように、交付額が 1,760,000 円の
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ところ、支出額が 2,859,653 円と極端に超過していることは原則を無視してお

り、収支報告書全体が不当である」旨の主張をしている。

これに対して、区議会事務局の抗弁書及び区議会議長の調査回答では、「政

務調査活動にかかる経費が交付額を超えた場合は、当該会派及び議員自身がそ

の経費を負担することになり、政務調査活動には上限がなく、特段の規定も設

けていない。」としている。

条例第 10 条及び規則第７条は、政務調査費収支報告書の提出や政務調査費

出納簿の様式を定めているが、政務調査出納簿の記載方法などについては規定

していない。また、規程では支出基準を定めているが、収支報告書への計上方

法は定めていない。

もとより、会派及び議員の政務調査活動が条例上の政務調査費の交付額であ

る年額 1,920,000 円の範囲内に抑えなければならないものでないことはいうま

でもない。

したがって、会派及び議員が交付額の上限を超えて収支報告書等の支出が記

載されていたとしても、それをもって違法又は不当とすることはできず、政務

調査費の計上額が交付額を超えていることを理由に収支報告全体が不当であ

るとする請求人の主張は採用することができない。

ただし、本件のように政務調査費としての計上額が交付額を著しく超過した

収支報告は異例であり、公費である政務調査費がどのような経費に充てられた

のかがわかりにくいものとなっている。区議会事務局も抗弁書の中で、「常識

的な範囲で収支報告は行われる必要がある」として問題を認めている。運用の

改善を強く求めるものである。

（２）明星大学通信教育部学費及びスクーリング受講費について

政務調査費の計上の際に議員から提出された収支報告書及び添付された明

星大学通信教育部の学費等の領収書、田中議員に対する区議会事務局の聴取内

容並びに明星大学通信教育部のパンフレットなどから、以下の事実関係が確認

できる。

 同議員は、区議会議員就任前の平成 19年 10月から明星大学通信教育課程

で幼児教育を専攻する正科生である。同課程は所定の科目を履修すること

で幼稚園教諭の資格を取得できるものである。

 同議員は平成 20 年度から事務員及び日本語教育の非常勤講師として私立

山本学園明愛幼稚園に勤務している。なお、同議員の親族であるＡは、同

幼稚園の設置者であり、山本学園の理事長である。また、同議員の母は同

幼稚園の園長である。

 同議員は、平成 23年５月に区議会議員に就任以降は、引き続き在籍してい
る本件通信教育課程の継続費及びスクーリング受講費等合計93,000円を平

成 23年度政務調査費に計上した。
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請求人は、「親族が設立・経営し、同議員が勤務する私立明愛幼稚園の経営

は家業に当たり、幼児教育関係の明星大学通信教育受講に係る政務調査費の支

出は、自己の私的な技能習得の目的のためであるので、条例に違反する。」旨

の主張をしている。

これに対し、区議会事務局の抗弁書及び区議会議長の調査回答では、平成

18 年東京高裁判決を引用し、「議員の調査研究活動の基盤の充実を図るという

政務調査費の制度趣旨に合致するので、議員活動を通じて杉並区政に還元され

るものとみなせるものであれば、学校等における授業料についても、区政に関

する調査研究に資するための必要な経費として認められるものとして取り扱

っている。」としている。

また、同議員は、本件通信教育課程の学費等を政務調査費に計上した理由と

して、「同大学通学及びスクーリング受講の目的は、区の幼児教育・保育行政

に関する調査研究であり、議員活動に反映している。」と抗弁している。

教育機関への通学については、使途基準等に具体的な規定はない。そこで、

当該受講が区政に関する調査研究に資するために必要なものかどうかについ

て検証する。

同議員は、区議会議員就任の３年半余前の平成 19年 10月から明星大学通信

教育課程で幼児教育を専攻しており、現在も幼稚園業務に従事している。また、

提出された平成 23 年７月のスクーリング受講費の領収書では「保育学」、「音

楽科教育」、「図画工作科教育」などが受講科目であり、受講内容は幼稚園教諭

資格の取得に対応した実践的な内容であることが確認できる。

これらの事実関係を踏まえると、同議員が本件通信教育課程を受講する主た

る目的は、区政に関する調査研究というよりも、むしろ、自らが勤務する同幼

稚園での勤務に役立てるための個人的事情によるものと解することが自然で

ある。

幼児教育が区政に関連する領域であり、同議員がその問題について議会質問

等を行ってきたことを否定するものではないが、そうであるからといって、本

件通信教育課程の受講の主たる目的が、議員就任をきっかけに区政に関する調

査研究に転換されたと見ることには無理があり、同議員の抗弁内容は首肯でき

ない。

よって、本件通信教育課程の受講料は使途基準で支出対象外とする「個人的

技能の習得に関する経費」（規程第２条第１項第６号）に該当するものとする

のが相当である。

ところで、区議会事務局の抗弁では、「家業のための経費とみるべき比重が

一定程度あるのであれば、その全額を区政に関する調査研究に資するための経

費とは捉えることはできない」とし、按分の必要性について述べているが、上

記の事実内容等を考慮すれば、按分の適用について検討するまでもない。
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以上から、当該経費に係る政務調査費の支出は適正を欠いていたものと認め

られる。

（３）明治大学大学院ガバナンス研究科学費及び諸費用について

政務調査費の計上の際に田中議員から提出された収支報告書及び添付され

た明治大学大学院の入学諸費用領収書並びに同大学公共政策大学院ガバナン

ス研究科のパンフレットなどから、次の事実が確認できる。

 同議員は、平成 23年７月に明治大学大学院ガバナンス研究科ガバナンス専

攻に係る入学諸費用 947,500円を納入し、これを平成 23年度政務調査費に

計上している。

 同専攻では、「公共政策」の政策形成過程に関する科目編成が行われている。

その修業年数は２年間であり、学費等は合計 2,945,000円とされている。

請求人は、「明治大学大学院入学は学歴獲得のためであり、その学費等は政

務調査費として認められない個人的技能の習得に関する経費に該当する。さら

に、所属会派の決定により派遣されたものではない。以上から、政務調査費と

は認められない」旨の主張をしている。

これに対し、区議会事務局は、平成 18 年東京高裁判決を引用したうえで、

「議員活動を通じて杉並区政に還元されるものとみなせるものであれば、学校

等における授業料についても、区政に関する調査研究に資するための必要な経

費として認められるものとして取り扱っている。」としている。

また、同議員は、「公共政策の調査研究を目的として入学し、本学で習得し

た公共政策に関する知識をもとに、政策作成・提言を行い、議員活動に反映し

ている。」と説明・抗弁している。

平成 18 年東京高裁判決では「明治大学公共政策大学院ガバナンス研究科へ

通学することは、議員の調査研究活動の基盤の充実を図るという政務調査費の

制度趣旨に合致するものであるということができる。」とされている。

本件において、同議員は、平成 18 年東京高裁判決と同じ明治大学公共政策

大学院ガバナンス研究科に籍を置き、公共政策などについて学んでおり、上記

判例の趣旨から見ると、同大学院の学費に係る政務調査費の支出について、違

法又は不当とすべき点は見当たらない。

また、請求人は、本件支出を不適切とする理由の一つとして、会派からの派

遣という形をとっていないことを挙げているが、平成 18年東京高裁判決では、

「区政に関する調査研究に資するために必要な経費といえるかどうかによっ

て判断すべき」としており、会派からの派遣を政務調査費の支出の適否を判断

する根拠にしているとは解釈できない。

その他、使途基準等に照らしてみれば、政務調査費としての本件支出が違
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法・不当とするまでの事情は認められない。

（４）事務所費について

政務調査費の計上の際に田中議員から提出された賃借料領収書、請求人から

提出された事実関係を証する書面及び区議会議長の調査回答に添付された図

面などから、次の事実関係が確認できる。

 同議員は、平成 23年５月分から平成 24年３月分まで各月 100,000円の賃
借料領収書を添付したうえで、本件事務所賃借料として合計 550,000 円を

平成 23年度政務調査費に計上した。

 本件事務所について、Ａを貸主とし、同議員を借主とする平成 23年３月１
日付けの賃貸借契約書が作成されている。その主な内容は次のとおりであ

る。

契約締結日：平成 23年３月１日

貸主：Ａ

借主：杉並区和田１－61－18－203 田中裕太郎

賃貸借物件：杉並区和田１－61－18 住宅の一部２階 10畳１室

（第 203号室）

賃料：月 100,000円

契約期間：平成 23年４月１日から平成 25年３月 31日までの２年間

 本件建物に係る登記簿上の所有関係は次のとおりである。
１階・２階部分：幼稚園舎・倉庫、所有者 学校法人山本学園

３階部分：居宅、所有者 Ａ外３名（共有）

 本件賃貸借契約書において賃貸借部分を含む｢２階｣は、登記簿上の「３階」

に相当するものと認められる。

請求人は、本件事務所の賃貸借契約書について、本件賃貸物件の所在地と借

主（同議員）の住所が同一で、居宅との関係が不明であること、貸主が登記簿

上の所有者と一致しないことなどの疑問点を指摘したうえで、「その記載内容

は事実に反する“作文”であり、無効である。また、当該事務所は自己又は生

計を一にする親族が所有するものであり、実態として自己所有に該当すると考

えられ、認められない。」旨の主張をしている。

一方、区議会議長の調査回答において同議員は、本件事務所部分である 203

号室は平成 23年３月まで空室であり、4月以降Ａと賃貸借契約を結び事務所と

して借用したこと、201号室はＡの自宅で 202号室は本人、両親及び弟の自宅

であること、などを説明しながら、使途基準等の規定に基づき必要書類を提出

した適正な支出と抗弁している。

しかし、この説明内容では、事実関係等が十分明らかにされなかったため、

区議会議長に対して同議員に対する質問項目を設けて再調査を求めた。
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そこで、同議員の回答内容に基づき、まず本件契約書について検証する。

賃貸借の対象である「２階 10畳１室（第 203号室）」はどの部分かの特定を

求めたところ、「L（リビング）と記載された面積のうちの 10 畳分」との説明

であるが、これでは法律上も賃貸借の対象物件が特定されているとはいえない。

本件事務所部分は、登記簿上Ａを含む４名の共有（持分は均等）であるにも

かかわらず、本件契約書では賃貸人はＡ１名のみとなっていることについて、

同議員は、「Ａは他３名の母であり、当該３階部分の所有者はもともと同氏で

あった。登記簿変更後も、世間の慣習に多く見られるように、同氏が当該３階

部分の実質的な大家であると見做して、同氏と契約した。」と説明している。

民法第 251条は共有物の変更・処分として、共有物の賃貸などを行うにはす

べて他の共有者の同意が必要と規定している。本件のように一部の共有者を貸

主とする賃貸借契約の場合には、他の共有者の同意があったことを証する書面

等必要な証拠書類が提出されなければならないものである。

さらに、賃貸借契約の相手方（貸主）について、５月 22 日の調査回答の中

で同議員は「学校法人山本学園の代表者がＡであることから、同人と賃貸借契

約を結んだ。」と説明しているが、６月４日の再調査回答では「Ａが実質的な

大家であるとみなして、同氏と契約した。」と説明内容が変更されている。ま

た、「当該 3 階部分の所有者はもともと同氏（Ａ）であった」との説明は、登

記簿の記載内容と異なっている。

これらのことからもうかがえるように、同議員は自らが借主となって締結し

た賃貸借契約の対象物件について、その所有・権利関係に関する基本的理解を

欠いているといわざるを得ない。

同議員は調査回答（５月 22日）の中で、203号室は「平成 23年３月までは

空室であった」とし、また、「本人の自宅は 202 号室である」と説明している

が、他方で、平成 23年３月１日付本件契約書の借主である同議員の住所が「杉

並区和田１－61－18－203」となっていることについて、同議員は「不注意に

よるミス」であると回答している。

以上から、本件契約書は賃貸借の対象及び賃貸人という契約の基本的な事項

があいまい、かつ、ずさんな内容で、その有効性に強い疑義があるといわざる

を得ない。

次に、実際に賃借料が支払われたかどうかについて検証した。

区議会事務局に提出された賃借料の領収書は全てパソコンで印字・作成され

たものであり、親族間の内部的資料とみなされるものであるため、他に賃借料

の支払を客観的に確認できる資料（Ａの確定申告書等の写しの該当部分など）

があるか質問したところ、同議員は「Ａに存否を尋ねたが、回答を得られなか

った。よって当方では把握していない。」との回答であった。

また、本件契約書第２条で「賃料は毎月末日までに、乙は甲方に翌月分を持

参し支払うこと」とされているにもかかわらず、上記領収書では当月分賃借料
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がすべて当月支払という記載となっており、賃借料の支払方法に係る契約内容

と領収書の記載が異なっていることについて、同議員は「うっかり気付かずに

今日に至った」としている。

以上のとおり、政務調査費の支出対象となった本件事務所に係る賃借料の支

払の事実があったことは裏付けられなかった。

以上を総合すると、請求人の主張にある生計を一にする親族の所有に係る賃

貸借であったかどうかを検証するまでもなく、契約書の有効性には強い疑義が

あり、賃借料の支払の事実も確認できないことから、本件事務所賃借料に係る

政務調査費の支出は適正を欠き認められないものと判断される。

（５）人件費について

政務調査費の計上の際に、田中議員から提出された勤務報告書や請求人から

提出された事実関係を証する書面などから、次の事実関係が確認できる。

 Ｂを事務補助職員とする勤務報告書及び同報酬領収書を添付したうえで、

人件費として合計 550,000円が平成 23年度分の政務調査費として計上され

ている。

 Ｂは、平成 23年７月１日に秋田県横手市の朝倉公民館で開催された歌舞伎

ワークショップに講師として参加しているが、勤務報告書では同日に事務

補助職員として勤務したこととなっている。また、同年９月２日から同月

27日までの間秋田県小坂町での芝居公演に出演しているが、当該公演期間

中の７日間についても勤務したこととなっている。

請求人は、同議員とその知人であるＢとの間の雇用関係は架空であるとして、

その賃金に係る政務調査費の支出が違法又は不当であるとしている。その根拠

として、勤務報告書では勤務日とされているにもかかわらず、Ｂが出演する演

劇の地方公演等と重複する期間があり、現実的に勤務不可能な状況にもかかわ

らず、勤務報告がされていることを挙げている。

これに対し、同議員は、区議会議長の調査回答における抗弁の中で「Ｂの監

督・指示のもと、同氏の友人（Ｄ）が事務所に来て、同氏の業務を補佐・代行

したこともあった」等としている。

しかしこの説明内容では勤務実態に係る事実関係が全く明らかにされてい

ないことから、区議会議長に対して同議員に対する質問項目を示して再調査を

求めた。

そこで、この再調査に対する同議員の回答に基づき、補助職員の勤務実態等

について検証する。

再調査において同議員は、例えば、Ｄの補佐・代行の具体的内容について「友

人のＢと、連絡を取り合い、打ち合わせを行いながら、同氏のテープ起こしや
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パソコンへの入力作業に種々の助言を頂き、一部単純作業を手伝うなど協力頂

いていた。」旨の説明をしているが、Ｂが単独で勤務した日とＤが補佐・代行

したとする日はいつかという質問については、いずれについても「記憶してい

ない。」とし、請求人から指摘された矛盾点に何ら答えていない。

また、区議会事務局に提出されたＢの報酬領収書は全てパソコンで印字・作

成されたものであるため、当該領収書以外で賃金の支払の事実が客観的に確認

できるもの（Ｂの確定申告書又は通帳の写しの該当部分など）の有無について

質問したところ、「Ｂに存否を尋ねたが回答を得られなかった。よって、当方

では把握していない。」との回答であった。

本件では、補助職員であるＢ以外の者の勤務をＢの勤務とみなして政務調査

費の支給を受けたということになるため、区議会事務局が同議員に対して勤務

報告書及び賃金の領収書の再提出を求めたが、それにも応じていない。

以上、補助職員の勤務や賃金支払を裏付ける具体的な説明や客観的な証拠書

類の提出はなく、そもそも同議員とＢとの間の雇用関係及び勤務が存在したの

か、また、政務調査費の対象となった賃金の支払があったのかについて確認で

きなかった。これでは、「勤務報告自体が架空」と指摘されてもやむを得ない

ものといわざるを得ない。

以上を総合すると、本件事務補助職員人件費に係る政務調査費の支出は認め

ることはできない。
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３ 意見・要望

監査の結果は以上のとおりである。この結果を踏まえ、監査委員としての意見を以

下に述べる。

（１） 使途の適正と透明性の確保について

本件請求においては、請求人から具体的な証拠資料に基づき支出について違

法・不当とする事実の主張がなされた。このような場合、当該議員は政務調査

費の使途の適合性について自ら積極的に明らかにすることが必要であるが、当

該議員本人による説明責任が果たされたとはいえないものであった。こうした

ことは、一議員にとどまらず、政務調査費制度や区議会への信頼を損なうもの

であり、遺憾である。

政務調査費の使途については、会派及び議員の自律と責任のもと、制度の趣

旨に沿った適正が確保されなければならない。今後、このような事案が発生する

ことがないよう強く要望する。

（２） 使途基準等の改善について

今後、使途基準等に関し、次の事項について区議会において検討するよう要

望する。

大学等の教育機関に係る学費については、個人としての学歴や資格の取得と

いう側面がある。このため従来の監査では、「行政に関する調査・研究に特化さ

れた特別な理由」がある場合とするなどの慎重な取扱いを求めてきた。

使途として認める場合の要件等について検討することを望む。

事務所費の賃借料については、使途基準細目において「自己又は生計を一に

する親族」所有の物件の場合は計上できないとされているが、「生計を一にする

親族」については定義が規定されておらず、その意味が明確ではない。判断基準

を明確化し、統一した取扱いができるよう検討することを望む。
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別紙１－１

（平成 25 年 4 月 30 日 杉監査第 2502 号収受）

2013 年 4 月 30 日

杉並区監査委員 (宛)

杉並区議会の田中ゆうたろう議員に対する平成 23 年度政務調査費に関する措置請求書

地方自治法第二百四十二条第一項の規定により、別紙事実証明書を添え、必要な措置を請求

します。

１. 請求の趣旨および内容
別紙の通り

２. 請求人
ａ

ｂ
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措置請求の趣旨及び内容

田中 ゆうたろう 区議会議員の平成 23年度（2011 年度）政務調査費収支報告書（平成 23年

４月 24 日受理、７月 10 日訂正）を検討したところ、政務調査費に関する条例等の規定に反す

る次のような違法・不当な支出があることが判明した。

１. 田中ゆうたろう区議会議員は、平成 23 年４月の区議会議員選挙に初当選して区議会議員

に就任したことにより、平成 23 年度政務調査費費用として杉並区議会事務局から平成 23 年

５月度分から 24 年３月度分の合計 1.760.000 円の交付を受けた。それに対して 合計

2,859,653 円の支出があり、差引き 1,099,653 円の支出超過であったとして 収支報告がな

されている。

各議員は、公費として交付を受けた政務調査費を年度受給額の範囲内で支出し、年度支出

額が受給額を超えないよう支出を計るべきであることが 基本的な原則であり、このような

受給額に対する支出計上額の極端な超過は、その原則を頭から無視したものであって、収支

報告書の全体が不当である。監査委員は厳正な監査をされることを要請する。

２. そこで、支出報告の個別具体的内容を点検したところ、その経費の使途・目的、内容お

よび経費計上の手法が 著しく不当・違法であると解される 次のような支出計上があること

が判明した。

① 明星大学通信教育（幼児教育）学費およびスクーリング受講諸費用 合計 93,000 円

② 明治大学専門職大学院 入学金および学費 諸費用 合計 947,500円

③ 借用事務所賃借料として（ 100,000 円×11 ヶ月分×按分率 50 %） 合計 550,000 円

④ 事務補助職員を雇傭したとして（ 50,000 円×11 ヶ月分） 合計 550,000 円

以上合計 2,140,500 円

上記の通り、不当支出と解される計上額だけで政務調査費受給額を超える異常な状況であ

る。

（政務調査費交付額合計 1.760.000 円－不当支出の計上額 2,140,500 円＝△380,500 円）

これらは法律・条例・規則等に基づかない違法・無効な支出であり、特に 上記 ④の補助

職員人件費の計上は雇傭事実がない架空計上であり、虚偽による詐取であると断じるべきで

ある。

以上の通り 支出計上合計額から不当計上額を差し引いた 719,153 円を 受給額合計から

控除した 1,040,874 円は不当利得であり、田中議員はその不当利得を得ている。

支出計上合計額 2,859,653 円－不当計上額 2,140,500 円＝問題点不指摘額 719,153 円

受給額合計 1.760.000 円－問題点不指摘額 719,153 円＝不当利得額 1,040,874 円

田中議員に 政務調査費 不当計上額 2,140,500 円の計上取消しと、不当利得 1,040,874 円の

金員の返還を請求するよう杉並区長に求める。

＜ 総括的な収支状況について＞

１. 田中区議については、まず、政務調査費の収支報告の総括的内容(数字)が異常である。

政務調査費受給額に対して支出計上額が超過、支出計上額は 実に受給額の 1.62 倍である。

田中ゆうたろう区議の 23 年度政務調査費収支報告 科目別合計金額

収入(政調費受給) 1.760.000 円 に対して

支出 1. 調査研究費 1,091,210 円

その内、大学院等通学学費関係 1,040,500 円

(内訳) 明星大学通信教育 スクーリング受講費等 93,000 円

明治大学専門職大学院 入学金および学費 947,500 円
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2. 事務所費 550,000 円 ( 50,000 円× 11 ヶ月)

3. 人件費 588,309 円 内、事務補助職員報酬 550,000 円

4. 広報費 507,150 円 政務報告印刷費用(１件)

5. その他 122,984 円 事務費、資料購入費

支出合計 2,859,653 円

よって 支出超過 1,099,653 円 となっている。

２．各議員は、公費として交付を受けた政務調査費を年度受給額の範囲内で支出し、年度支出

額が受給額を超えないよう支出を計るべきであることは、改めて言うまでもないことである。

したがって、議員が、政務調査費として交付された年額を超えて支出計上した金額は、条

例で規定された政務調査費ではなく、議員個人の資金による支出である。よって、支出額の

どの部分が公費としての政務調査費による支出なのか、どの部分が議員個人の資金による支

出であるのかが、不明確な収支報告書は、そもそもが、作成・提出されるべきではなく、区

が受理するべきものではない。

上記の収支報告の如き受給額に対する支出計上額の極端な超過は、その原則を頭から無視

したものであり、収支報告書の全体が不当である。監査委員は厳正な監査をされることを要

望する。

事実証明書

１. 調査研究費

明星大学通信教育(幼児教育) および明治大学専門職大学院の学費の支出計上の問題点

上記の通り、調査研究費の支出 1,091,210 円の内、大学院等通学学費関係の支出計上は

合計 1,040,500 円である。

この費用は、「政務調査費の取り扱いに関する規定」第二条「次に掲げる経費は、区政に関

する調査研究に資するために必要とする経費に該当しないものとする。」の 六の 「政務調

査の目的に合致しない個人的技能の習得に関する経費」に該当し、政務調査費の調査研究費

とは認められないものである。

(1) 明星大学通信教育学費およびスクーリング受講（ 教育社会学、保育学、音楽教育、図画

工作教育など ）の諸費用合計 93,000 円を政務調査費に支出計上

田中議員は自分のブログ上の略歴に 和田 1-61-8 の「学校法人山本学園明愛幼稚園に

2008 年より勤務、事務及び日本語講師を担当。幼少期からの道徳教育や、幼児教育に対す

る社会認識向上の必要性を痛感する。」などと掲載しているが、明愛幼稚園は田中議員の母

のＥが園長であり、園長の父のＦ（つまり、田中議員の祖父）が創設者であって、幼稚園

の経営は いわば家業に当る。したがって、幼児教育関係の通信教育受講は 自己の私的な

技能習得の目的のためであり、区の条例に基づく規定に反する。区民の税金から支出して

田中区議に支給すべきものではない。

(2) 明治大学大学院ガバナンス研究科（専門職大学院）の入試受験料および合格後の学費・

諸費 合計 982,500 円を政務調査費に支出計上(内、入試受験料 35,000 円は後日取消し)

① 学費を政務調査費から支出するための要件と区の条例に基づく規定に反する

(a) 田中議員は 自身のブログ上では「学習院大学文学部を経て・・・」などと掲載している

が、選挙公報では同大学中退となっており、明治大学大学院(専門職) 入学は「学歴獲得」

のためであり、同大学院の入学選考の制度上、現職議員の場合は、入学資格において大学

卒と同等と認められる特認措置があり、また入学選考に優遇枠(後期 9 月下旬入学・前期 9

月中旬修了)があることを、平成 23 年 4 月に区議に当選した機会に利用したものと推察さ
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れる。

その動機はともかく、田中議員作成の「政務調査費への学費計上の理由」が自ら示す通

り、自己の個人的目的のために自分の独断で入学を決定しており、所属する区議会会派の

決定により同大学院に派遣されたものではない。したがって、学費を政務調査費から支出

することは、一般的社会常識からして許されないことであるが、判例からしても認められ

ない。

政務調査費からの学費の支出に関わる裁判の判例は、区会議員の専門職大学院への通学

が所属会派から派遣されたものであること、および、通学先が派遣された目的である公共

政策の学習に適合することにより、その二つを理由として学費の政務調査費からの支出を

認めている。言い換えれば、その二つの要件が満たされていなければ認められないと解す

べきである。

（ 判例 ）

平成 18 年 7月 14 日 東京地裁判決

平成 17 年（行ウ）第 551 号 損害賠償（住民訴訟）請求事件

平成 18 年 11月 8 日東京高裁判決

平成 18 年（行コ）第 211 号 損害賠償（住民訴訟）請求控訴事件

(b) 田中議員の明治大学大学院への入学は、次項において指摘するとおり、その目的が自己の

学歴獲得のため、または 学識・能力の向上のためであり、自己の私的な技能習得が目的で

ある。また、大学院への通学自体が 区会議員の政務調査ではあり得ず、本質的に異なるも

のである。

したがって、その学費は、「政務調査費の取り扱いに関する規定」第二条「次に掲げる経

費は、区政に関する調査研究に資するために必要とする経費に該当しないものとする。」の

六の「政務調査の目的に合致しない個人的技能の習得に関する経費」に該当し、政務調査

費の調査研究費とは認められないものである。

② 地方分権一括法の施行後 既に 10年以上が経過している

地方分権一括法の施行後 10 数年が経過し、現在では、本来は 当時から就任されている

各議員は その政策立案・法務能力の知識をその間に学習されており、また、その後に新た

に就任された議員は 既にその能力・知識を取得していると自認するから議員に立候補し、

当選して就任していると看徹して考えるべきであり、今日では、基本的に議員を公費で 公

共政策大学院等へ派遣し勉学させる意義はないと考えるべきである。

もし、未だ 全議員に それらの政策立案と法務能力の知識の習得をさせるが必要であると

すれば、既に 公共政策大学院等への通学を経験し、専門的知識を獲得した議員を除き、区

議会が 計画的に議員をその目的に合致した大学院等へ派遣しなければならない道理にな

る。

議員の大学院等への通学は、要するに、学歴の獲得が目的でなければ、自己研鎖のためで

あり、あくまで個人的な問題である。何かの理由をつけて学費を政務調査費から支出する

ことは一般的社会常識からして容認できない。

③ 政務調査費収支報告への学費計上の理由の問題点

田中議員が、明治大学大学院の学費の支出計上の理由として政務調査費収支報告書に添付

した書面によれば、

「専門職大学院ガバナンス研究科に入学し、ガバナンスを専攻することで、公共政策学に

関する高度の専門知識を獲得し、もって地域住民と自治体による政策創造の実践的方法論

を学ぶことは、杉並区における政策課題の現状分析と資料収集をもとに、区に対し政策の

立案・提言をはかろうとする議員の政務調査の一環として、必要不可欠の重きを為すもの

である。故に、明治大学専門職大学院入学学費を計上する。」（ 原文全文転記 ）
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などと、政務調査費収支報告への学費計上の理由が述べられている。しかし、

(a) 述べられているのは、「学費計上の理由」であって、「入学と通学の理由」ではない。自

分の所属する会派から派遣されて通学するとの理由は、一切書かれていない。その事実が

ないからであり、そのような認識自体もないことが、そのことにより明らかである。

(b) また、 「専門職大学院ガバナンス研究科に入学し、公共政策学に関する高度の専門知識

を獲得し、もって地域住民と自治体による政策創造の実践的方法論を学ぶことは、区に対

し政策の立案・提言をはかろうとする議員の政務調査の一環として、必要不可欠の重きを

為すものである。」などと書かれているが、専門職大学院ガバナンス研究科に入学し、公共

政策学に関する高度の専門知識を獲得することが、議員にとって必要不可欠の重要性があ

るのであれば、

イ. 田中議員自身 その必要不可欠な高度の専門知識を獲得せずして区会議員に立候補し、

就任たことになるので、ここで 一度議員を辞職して、高度の専門知識を獲得した後に改

めて立候補しなければならないことになる。主張と実際が矛盾していると解される。

ロ. また、所属会派の他の議員、および区議会の他会派の議員は、同じく、既に公共政策

大学院等へ通学し、必要不可欠な高度の専門知識を獲得したのでなければならないこと

になる。

要するに、田中議員の「学費計上の理由」は単なる作文であると断じざるを得ない。

(c) なおまた、上記の「学費計上の理由」の記述は、「公共政策大学院入学は、議員の政務調

査の一環として、必要不可欠の重要性がある」との主張とも読める。しかし、大学・大学

院は基礎的・専門的学識・知識を学び習得し、個々人の能力の向上を図る場であり、通学

はそれを目的とするものである。したがって、 公共政策大学院への通学は、区会議員の政

務調査ではなく、本質的に全く異なるものである。政務調査の対象でもなく、その範囲で

もなく、よって、その一環でもあり得ない。「政策創造の実践的方法論を学ぶことは、議員

の政務調査の一環として 必要不可欠の重要性がある」などというのは成り立たない理屈で

あって、やはり上記の記述は、学費計上の理由付けのために作成した作文であると断じざ

るを得ない。

(d) 上記の諸点の帰結として、田中議員の 明治大学専門職大学院ガバナンス研究科への入学

は、自身の所属する会派からの派遣によるものではなく、その目的が自己の学歴獲得のた

めであるか、または学識・能力の向上のためであるかの いずれにしても、自分自身の判断

と決定によるものであると結論づける以外にないと解した。

④ 入学試験受験料（入学検定料）の政務調査費支出計上の取消しについて

田中議員は、明治大学専門職大学院の入試受験料 35,000 円を 平成 23 年度政務調査費収支

報告において支出計上、24 年 4月 収支報告書を提出し、それを 後日 24年 11月に取消し、

訂正報告をしている。

学費の全額を取り消すのではなく、入試受験料のみを取り消すのは、如何なる理由によ

るものか、理由は記載されていないが、「入学確定後の学費なら、ともかくも、入学出来る

か杏かの判定のための費用まで公費での支出を請求するのは、あまりにも 政調費計上の範

囲を逸脱している」と、田中議員本人が考え直したか、あるいは他からの助言による以外

に、他に理由は考えられない。

しかしながら、もし、大学院入学が 会派からの派遣によるものであれば、入試受験料も

公費による負担を請求する方が一貫しており、取消し訂正は、大学院入学が議員自身の目

的のための自身の判断によるものであることを、図らずも 示している。

⑤ なお、次のことを特に追記する。

杉並区の政務調査費の交付は、各議員または会派に交付されるが、田中議員の所属会派

である杉並区議会自民党の場合は 各議員が交付を受け、会派として 交付を受けるのでは
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ないから、政務調査費への学費の計上をもって 会派から認められたから 学費を支給され

たと主張することはできない。会派から専門職大学院へ派遣されたと主張するには、そ れ

を、証明するものが必要である。

(3) 以上の通り、

田中議員の調査研究費支出計上の内の 大学院等通学学費関係

明星大学通信教育 スクーリング受講費等 93,000 円

明治大学専門職大学院 入学金および学費 947,500 円

合計 1,040,500 円

は、適正な支出であると認められず、学費関係の政務調査費計上の取消しと、計上金額の

区への返還を求める。

２. 事務所費

事務所費として 毎月 50,000 円( 100,000 円×按分 1/2 ) 、23 年 5 月～24 年 3 月の 11

ヶ月分を政務調査費に支出計上 合計 550,000 円

これは、規定の処理基準によれば、借用事務所について認められていることであるが、

公表されている田中議員の事務所の住所は和田 1-61-8 となっており、自宅の住所と同じで

ある。また、23年4月1日から借用しているとする事務所の住所も同じ和田1-61-8である。

その点について調査したところ、田中議員は、下記の通り、形式上自宅を借用していると

の賃貸借契約書を作成する操作をして政務調査費に支出計上しているものと判断されるこ

とが判明した。これは、不当な支出計上による不正受給であり、政務調査費計上を取消し、

計上金額を区に返還することを求める。

(1) 政調費収支報告書に記載の内容、添付証憑書類および田中議員の主張

① 事務所費として、23年 5月～ 24年3月毎月 50,000円( 1 ヶ月賃料 100,000 円×按分 1/2 )

の 11 ヶ月分合計 550,000 円を支出計上

② 上記支出計上の証憑書類およびその内容は下記の通りである。

政調費収支報告書に添付の事務所の賃貸借契約書の内容

市販の所定の賃貸借契約書の用紙を使用して所定欄に記入押印

契約日 平成 23年 3 月 1日

賃貸借の期間 平成 23年 4 月 1日から平成 25 年 3 月 31日までの 2年間

賃貸借物件の所在地 杉並区和田 1-61-18

賃貸借物件 同上 住宅の一部 2 階 203 号室 10 帖 1 室

貸主 一一一一一一一一一一 Ａ

借主 杉並区和田 1-61-18-203 田中 裕太郎

連帯保証人一一一一一一一一一一 一一一一

区議会事務局のファイルにある賃貸借契約書の貸主の住所および連帯保証人の住所・氏名

の個所は黒テープを貼って隠されているが、この際、賃貸借契約書の原記載の公開を要請す

る。

③ 賃貸借契約書以外の添付書類、説明資料は添付されていない。

④ 以上により田中議員は次のように主張しているものと受け取れる。

『平成 23 年 4 月 1 日に新親に事務所として、自分が従来から居住する住宅の一部 2 階 203

号室 10 帖を賃借用する契約をＡと結んだ。貸主Ａは生計を一にする親族ではない。よって、

事務所賃借料を事務所費として政務調査費に支出計上する。』

(2) 提出書類と事務的措置の上から判断される問題点

① 貸主は生計を一にする親族ではないと説明し証明する資料は何も添付されていない。

事務所賃借料については、合理的明白に貸主が第三者であり、第三者が所有する物件の借



26

用であると判断される場合を除いては、それを説明し、証明もしくは疎明するものを提出す

ることが、議員としての道義的義務である。特に同じ建家に居住する親族が貸主であり、生

計を一にする親族であるとの疑念がある場合においては、そうではないことを説明し証明す

る資料を提出することは、一般的社会通念上当然の義務である。

その理由は、そのような説明・証明する資料の提出を必要としないならば、規定・基準に

反する処理であっても、議員側が支出計上する通りにフリーパスで認められることになるか

らである。社会通念上、それを認めるようなルールはあり得ない。

そのように指摘すると、議員側から性悪説に立たず、議員を信頼するべきであるとの反論

が出るかも知れない。しかし、下記⒊ 人件費の項にて述べることからすれば、信頼せよと

言う方が無理である。

② 上記賃貸借契約書によれば、田中議員は、住所が杉並区和田 1-61-18-203 であり、且つ同

じ杉並区和田 1-61-18 の住宅の一部 2階 203 号室をＡから借用したことになる。

これは自己撞着であり、イ. 住所が杉並区和田 1-61-18 の田中議員が同じ住宅の別室の 2

階 203 号室を新規に追加借用したのか、それとも、ロ. 元から 2 階 203 号室に居住してい

て、にもかかわらず、今回新規に賃貸借契約を結んだのか、のどちらかでなければならな

い。

しかし、後者の場合は、何故それまで賃貸借契約を取り結ばず今回になって結ぶのか、そ

の理由、それとも、従来から賃貸借契約があったとすれば、それとの継続性の説明が必要で

あるが、それらの点が不明確であり、非常に疑問である。

上記の点を総合して、全体に話の辻褄が合わず、賃貸借契約の内容と契約書の作成は作文

である疑いが強い。

③ 当該住宅における田中議員自身の居住部分、「田中ゆうたろうを育てる会事務局」および

「今申楽 朧座」との事務所の使用面積割合の関係も、賃借料の負担割合も不明確である。

田中議員は、その内容を明確にするべきである。

④ 田中議員が上記賃貸借契約書の形式で以て主張するならば、一貫して形式論で通せばよい

が、しかし、その決定的な問題点は、当該の建物の登記関係を調査、確認したところ、建物

は構造上 3階建であり。2階部分の所有者(登記上の権利者)はＡではなく、学校法人山本学

園であることである。なお、3 階部分もＡ一人の所有ではない。

したがって、上記の賃貸借契約は、記載が事実に反し無効であり、その作成は事務所賃借

料を政務調査費に計上するための作文であると判断する。

既にこの点において、田中議員は事務所費の政務調査費への計上を取消し撤回されるべき

である。

(3) 関係者の親族関係と当該家屋への入居関係の実態

① 上記の貸主、借主と連帯保証人の関係

貸主Ａは学校法人山本学園明愛幼稚園の創始者である前理事長の夫人であり、現在の理事

長である。同幼稚園の園長はＥであり、Ａの娘に当る。田中裕太郎(区議田中ゆうたろう)

はＥの子息であり、よってＡは田中区議の祖母である。

これらの点については、事実関係を公開された情報および近隣在住の園児の父兄からの情

報提供によって確認している。ただ、Ａと前理事長、および他の親族との続柄については、

個人情報保護の上で第三者が戸籍抄本や住民票を取得できないため、親族である点以外は、

公的な情報を確認できていないが、諸情報と諸条件(不動産登記上の相続の状況など) から

して、田中区義の祖母であると考えて間違いないと判断する。

連帯保証人の一一一一氏はＥの夫であり、田中議員の父のＧであると、推定される。

上記の四者は、上記賃貸借物件の家屋に同居しており、同居の親族関係にある。

なお、田中議員は幼少の頃よりその住宅に住んで育ち、3 世代同居で居住していたものと
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判断され、現在は主事の肩書きで同幼稚園に勤務している。

② 上記の家屋への入居関係の実態

山本学園明愛幼稚園(田中区議の勤務先)と田中議員の自宅、事務所、および「田中ゆうた

ろうを育てる会」(いずれも公表されている住所は同じ和田 l-61-8)の実際の所在状況は、

次の通りである。

イ. 明愛幼稚園の敷地の道路に面する右角にかなり大きな建坪の住宅があり、一見して幼稚園

の施設、兼園長( あるいは理事長などの関係者) の住居であると判断できる。それが上記賃

貸借契約の家屋である。

ロ. 住居入り口の左側に「山本」の表札があり、入り口の門柵右側に「田中」、その下に「田

中ゆうたろう・田中ゆうたろうを育てる会事務局／今申楽 朧座・朧太夫」の表札がある。

つまり、一般的な判断として、Ａ、Ｅ夫妻、田中ゆうたろう議員がその住宅に入居してい

ることを示すものである。

ハ. 同じ所番地内では他に田中議員の「事務所」が入居しているか、入居出来る建物はない。

ニ. つまり、上記の四者と田中議員の「事務所」は、同じ建家内に入居していることになる。

また、その建家は血縁関係にある複数世代が同居している住居であると判断するのが妥当で

ある。

(4) 以上を総合しての判断

上記(2)②～⑤項および(3) ①～②項を総合して判断すれば、上記の賃貸契約書は当該の

住宅の所有者ではないものとの契約であって無効であり、この住宅内の事務所は、実態とし

て「賃借」ではなく「自己所有」に該当すると判断した。

イ. 政務調査費の事務所費の計上は、規定の処理基準によれば借用事務所について認められ

ていることであるが、田中議員の事務所は和田 1-61-8 にあり、この住所は田中議員の自宅

と所番地が全く同じである。また、貸主の住所もまた同じ和田 1-61-8 であり、しかも貸主

は同居の祖母である。

つまり、田中議員は自宅を形式上姓の異なる人物から事務所として借用するものとして、

賃貸借契約書を作成して操作し、政務調査費に支出計上しているものであるといえる。

ロ. 田中議員は幼少の頃よりその住宅に居住し、両親および祖父母と同居して育ち、現在に至

っていると解される。その間、同居親族の間でよくあることとして、互いの個人的資産管理

は別であり、田中議員の両親と祖父母との間に何らかの名目(食費とか、家賃とか) で何が

しかの金銭を定期的に受け渡すことがあっても、それを以て生計を別にしていると主張する

ことはできない。そのことは、田中議員と両親、議員と祖父母の間においても同じである。

田中議員は、幼少の頃よりその住居を自宅として居住してきたと解され、成人後において、

改めてその自己の使用部分をＡとの間で賃貸契約書を交し、家賃を納めてきているなどは、

まず考えられない。もし、極めて類い稀にして一風変わった例として実際にあったとしても、

それは外見的形式上の問題であって、常識的には、そのことで以て「使用する事務所が、生

計を別にする親族の所有物件の貸借であり、規定の使途基準細目による貸借事務所である」

とは解釈できない。「自己又は生計を一にする親族の所有」をいう「自己所有」に該当する

と解釈するべきである。

上記の状況において、「生計を一にしていない」と主張するのであれば、田中議員がそれ

を説明し、証明するべきである。

ハ. したがって、事務所費計上は「政務調査費の取り扱いに関する規定」の使途基準からして

認められない。不当受給であると判断した。

(5) 以上につき、事務所費についての政調費計上の取消しと、計上金額 550,000 円の区への返

還を求める。

監査委員は厳正な監査をされることを要望する。
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３. 人件費

(1) 23 年度補助職員の雇傭状況と賃金の計上額 合計 550,000 円

田中区議は、平 23 年 2011 年の 4月の区議会選挙で初当選して区会議員になったので、政

務調査費の収支は同年 5 月から始まっており、23 年度の支出は 11ヶ月分である。

政務調査費収支報告書によれば、Ｂという一人の人物だけを毎月継続して雇傭していて、

支払額は議員一人当たり月額の上限の 50,000 円×11 ヶ月＝550,000 円である。

(2) 補助職員について

補助職員として毎月雇傭したことになっているＢという人物について、本当にその人物を

雇傭している事実があるのかどうかの疑問があり、調査したところ、下記の通りその事実は

なく、雇傭は架空であると判断した。

① Ｂ の人物について

Ｂ は、下記②項「田中議員とＢの接点」にて記述する人物と姓名が一致し、田中議員の

知人関係に別に同姓同名の人物がいない限り、その人物である。

区所定書式の事務補助職員の勤務報告書書と報酬領収書に記入されている内容を点検し

ようとしたところ、住所・生年月日の個所は、区議会事務局のファイルでは黒シールで隠さ

れているため、住所は不明であるが、生年月日は公開された情報で下記の通り判明している。

その生年月日は区議会事務局のファイルの原記載に一致するものと推察する。この際、同フ

ァイルの原記載の公開を要請するものである。

Ｂ

舞台俳優、TV ドラマ俳優、イベントディレクター、その他のタレント

芸名 Ｂ、本名不詳。本名は別であるとは限らず、Ｂが本名であるかも知れない。

別の芸名は Ｃである。

公開された個人情報では、

出身 秋田県秋田市横手 生年月日 1973 年 1月 29 日 生れ

1992 年 俳小(旧俳優小劇場) 養成所卒

1995 年より 前進座所属

2009 年～ (有) だるま企画所属

2011 年 6 月～ SOS (ソサエティ・オブ・スタイル) モデル・エイジェンシー所属

日本舞踊、地唄舞を特技とし、芸域は歌舞伎からミュージカルまで幅広いとされている。

前進座時代は芸名 Ｂで舞台に出演。前進座を離れて後に芸名 Ｃを名乗る。

ただし、現在も前進座の舞台にも座員ではないが臨時で出ており、籠かき、捕り手など

の端役を努め、そのときは Ｂを名乗る。

前進座の公演では、2005 年「女殺し油地獄」、2012年 6 月「鳴神」(各地巡演) などに出

演。

他の劇団では、2011 年 1 月「遊戯空間」公演「真景累ヶ淵」(築地本願寺ブディスト・

ホール) 、2011 年 9 月「劇団夢の旅」公演「大当たり湯島千両」(大館市康楽館) など

に出演。

TV では、2005 年～ 「『信州のコロンボ』シリーズ『死者の木霊』『乗せなかった乗客』」

など、2011 年～ TBS「ザ・今夜はヒストリー」に出演。

他に、映画などにも出演している。

② 田中議員とＢの接点

田中議員は、自身のブログに「平成 16 年 2004 年劇団「今申楽朧座」(いまさるがく お

ぼろざ)を旗上げ、以後、杉並を中心に能・狂言を踏まえた作品作りを行い、・・・ 」と

書いているが、この劇団「今申楽朧座」の連絡先は 杉並区和田 1- 61-18 であり、田中議
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員の住所と同じである。

その「今申楽朧座」が、2007 年に修禅寺境内特設舞台で『勧進今申楽「修禅寺」』を演

じているが、出演者の中にＢがいて、田中議員自身も「朧太夫」の芸名で出演している。

今申楽「修禅寺」は、2009 年に「両国シアターＸ」でも演じられており、そのときの公演

ではＢはＣの名前で出ている。

田中議員とＢにはこのような接点があり、年齢的にもほぼ同じである。

③ 事務補助職員のＢは、俳優のＢ＝Ｃである。

上記の田中議員とＢの接点、および姓名の一致により、事務補助職員のＢとは、間違い

なく俳優のＢ＝Ｃのことであると判断した。

そこで、問題は本当にＢが田中議員の事務所で事務補佐を務めていたかどうかである。

(3) 実際にはその人物を雇傭しておらず架空計上であることを示す状況事例

① 区の所定書式による事務補助職員の勤務報告書書、および報酬の領収書に記入されている

ところによれば、Ｂの住所、生年月日の個所は議会事務局により黒シールを貼って隠されて

いるが、氏名がパソコン書きであり、したがって住所、生年月日のいずれもがパソコン書き

であると判断される。捺印の印鑑は三文判である。

これを以て、直ちに架空であるとは言えないが、極めて人工的であり、少なくとも真実で

あるとの証左にはならない。

ところで、23 年 12 月度の「勤務報告書」では、出勤日 10 日、報酬額 50,000 円に対して、

勤務内容を見ると、合計 9回( 9 日) しか出勤していない。これは、明らかに「勤務報告書」

の作文作成時のうっかりミスである。

実務上の経験則からすれば、1 ヶ月 50,000 円の結論に合わせるために勤務の中身を作文

するような場合に、往々にして起きるミスであり、十分にチェックをしたつもりでもその内

の一つは見落すものである。

② 政調費収支報告によれば、事務補助職員としてＢ一人だけを毎月継続して雇傭し、毎月決

まって、1 ヶ月に 10 回出勤し、1 回の出勤は am 9:00 ̃ pm 14:00 の 4 時間で、時給 1,250

円、日給 5,000 円、であるので月額報酬は 50,000 円である。

1 回出勤の 1日 4 時間に通勤時間を往復 2時間として加算すれば、1 回の出勤で約 6時間

が拘束され、他に振り向け得る時間は pm15:00 以後である。また、1 ヶ月に 10 回の出勤は、

1 ヶ月の仕事日を 22 日とすれば、その 4.5 割であり、およそ 1 ヶ月の内の半分が出勤日で

ある。

これで月額報酬 50,000 円では、Ｂのような俳優・タレントのアルバイトとしては割

が合わないのではないだろうか。時給 1,250 円は 1日 7 時間 22 日フルに勤務しても月額 20

万円にならないレベルの額である。

俳優のＢ＝Ｃならば、アルバイトをするにしても、他にもっと割りのよい仕事をする筈で

あると解する。

③ 一般論として、Ｂのような俳優・タレント業は、仕事のあるなしが不安定であるので、ア

ルバイトをすることもあり得る。しかし、舞台の仕事が決まったときには、少なくとも公演

の 1 ヶ月前から舞台稽古に入り、公演中は勿論のこと、その間はアルバイトなどをする時間

的余裕はないと解する。したがって、年間を通して、毎月、月内を適当な間隔で出勤するこ

となどは、極めて不自然である。

④ Ｂは、前進座所属の期間に、巡業公演のブログ旅日記を他の座員数名と回り持ちで担当し

ており、インターネットの心得はあるようである。したがって, 田中議員のホームページな

どを手伝ったことはあるかも知れない。その関係で、政調費の人件費の架空計上にＢの名前

を借りることにしたものと推察される。

⑤ しかし、以上の点によっても、Ｂが勤務報告書の記載通りの勤務をしておらず、当日その
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時間には別の場所で、別のことをしていたという事実の証拠がなければ、論理的推論でしか

ない。ところが、次項に記述するように、インターネット上で、その証拠となる、公開され

ている情報を得た。

(4) 人件費架空計上の証拠＝田中区議は実際にはＢを雇傭していない

公開された情報によって判明したところでは、下記の期間、日時においては、Ｂ＝Ｃは田

中議員の「事務所」とは全く別の場所で別のことをしており、政務調査の事務補佐などは物

理的に不可能である。

① 「政務調査活動補助職員勤務報告書」の平成 23 年 9 月分では、Ｂは、9 月 2 日、6 日、9

日、13 日、16 日、22日、27 日、28 日、29日、30 日の 10 回、各々am9:00～pm14:00 の勤務

をしたことになっている。

しかし、実際には、平成 23、2011 年 9 月 2日～9月 27 日の間、Ｃ名で秋田県大館市小坂

町の芝居小屋「康楽館」にて「劇団夢の旅」の公演、演目「大当たり湯島千両」の一ヶ月興

行に茶店主人長吉役で出演しており、その期間に上記の勤務などは物理的に不可能であると

いえる。

いくら強弁の言い訳をしても、初日の 9 月 2日、最終日の 9 月 27日は勿論のこと、その

間の日でも日給 5,000 円のために時間と交通費を使って何度も東京に戻ることなどは、あり

得ない。

② 「補助職員勤務報告書」の平成 23 年 6 月分および 7 月分によれば、6 月の終わりから 7

月初めにかけては、… 6 月 30 日、7月 1 日、2 日、3日、4 日… の勤務報告となっている。

しかし、実際には、平成 23 年 7 月 1 日には、Ｂ＝Ｃは郷里の秋田県横手市の朝倉小学校

にて小学 5年生を相手に「歌舞伎ワークショップ」の講師を努めており、少なくともその前

後の日は東京にはいない。勤務報告書は虚偽の作文であると判断した。

横手市朝倉町の朝倉公民館館報「あさくら」平成 23年 8 月 1 日号によれば、「歌舞伎のけ

いこにおじゃましました」「7 月 1日(金) 朝倉小学校にて横手市出身の歌舞伎役者・Ｃを講

師に歌舞伎ワークショップが行われ、一一一子ども達が学びました。現在、10 月の朝倉秋

まつりで上演される『創作子ども歌舞伎』にむけて、5 年生児童 75 人が一生懸命けいこに

励んでおりますので、本番当日を楽しみに待ちたい一一一」との記事が掲載されている。

③ 以上２件の事実と 3. 項にて指摘したこととを併せて、上記２件の該当期間だけではなく、

田中区議作成の 23 年度「補助職員勤務報告書」の補助職員勤務状況は、23 年度分全体が意

図的な架空の作文であり、虚偽であるとの結論になる。

(5) 結論として

以上により、田中区議の 23 年度「政務調査費収支報告書」における「政務調査活動補助

職員勤務報告書」と補助職員の報酬の「領収書」は、全て架空の作文による作成であり、そ

れによるとする人件費の支払額の『議員一人当たり月額の上限の 50,000 円×11 ヶ月＝

550,000 円』は事実に基づかない架空計上であり、虚偽による詐取であると言われてもやむ

を得ないと結論づけた。

これは、極めて悪質であり、証拠による釈明のない限り、田中区議に 550,000 円の返還を

求めると共に、更にそれ以上の措置を検討しなければならないと考えるものである。

監査委員におかれては厳正に監査され、厳格な判断を下されることを要請する。

以上
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別紙１－２

（平成 25 年 5 月 15 日 杉監査第 2503 号収受）

2013年5月15日

杉並区監査委員 御中

杉並区議会 田中ゆうたろう議員に対する平成23年度政務調査費に関する措置請求書の追記

４月30日提出、収受された措置請求書に下記の記述を追加いたしたく、提出いたします。

よろしく収受いただきたくお願いいたします。

１. 追加記述の内容

措置請求書 事実証明書 ２.事務所費 (2)提出書類と事務的措置の上から判断される問

題点の④項（5頁）の次に⑤項として下記の記述を追加する。

⑤ 上記賃貸借契約書によれば、契約日は平成23年３月１日であり、賃貸借の期間は同年４月

１日からとなっている。ところで、同年４月24日の選挙で当選した田中議員の区議会議員就

任は４月30日であるので、それからすれば事務所の賃借については議員就任の２ヶ月前に契

約を交し、議員就任の１ヶ月前から借用していたことになる。

そのことについては、議員就任前から選挙事務所として借用していたとの仮定の推測もあ

り得るが、しかし幼稚園の一画にある建物の２階に、議員事務所を設けるのならともかくも、

選挙日の24日前に選挙事務所を開設したというのは、機能面、地理的位置の点、および時期

的な点で極めて不自然であり、議員就任後に賃貸借契約書をバック･デイトで作成した疑いが

強い。

また、賃貸借契約書によれば「賃料は毎月末日までに、乙(借主)は甲(貸主)方に翌月分を

持参し支払うこと。」となっているが、政務調査費収支報告書の支出計上の記載と証憑書類

として提出された賃貸料の領収書の上では、毎月「当自分の賃料を当月末に支払った」事務

処理になっており、契約書の記載に反している。このことは、実態が伴っていないため、つ

い、迂闊にも契約書の記載と違う処理をしたものと推定される。

上記の二つの点を考え合わせると、賃貸借契約書を取交わしての事務所の借用は書類の上

だけのことであって、実際にはその事実はなかったものと判断せざるを得ない。

２. 請求人

ａ

ｂ
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別紙１－３

（平成 25 年 5 月 15 日 杉監査第 2503 号収受）

2013年5月15日

杉並区監査委員 御中

田中ゆうたろう議員に関する措置請求書の補足説明および証拠資料の提出

４月30日に提出し、収受された措置請求書についての補足説明および証拠を示すものとして

の資料を別添の通り提出いたします。

よろしく収受いただきたくお願いいたします。

資料明細

１－１ 明星大学 通信教育受講費用の政務調査費に計上の理由

１－２ 明治大学 公共政策大学院学費の政務調査費に計上の理由

２－１ 事務所賃貸借契約書

２－２ ２０３号室賃借料領収書 (23年５月分)

２－３ 明愛幼稚園／山本･田中邸 外観

２－４ 不動産登記記録写し

３－１ 事務補助職員報酬 領収書 (23年５月分)

３－２ 田中議員とＢの接点(今申楽 朧座 公演 案内)

３－３ Ｂのプロフィル(Ｂ＝Ｃの記述あり)

３－４ Ｃのプロフィル(生年月日の記載あり)

３－５ 補助職員勤務報告書 23年６月、７月、９月度

３－６ 横手市朝倉公民館館報 23年８月１日号

(７月１日Ｃが朝倉小学校にて生徒に歌舞伎を指導との記事)

３－７ 横手市 芝居小屋 康楽館のホーム･ページより抜粋

23年９月２日～９月27日にＣが劇団｢夢の旅｣の公演に出演の記事

(資料明細以上)

提出者

請求人

a

b
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１－１

当選以前から、国の子ども･子育て新システム及び幼保一体化問題に対する政治的関心を持ち、

この問題を議論する上で必要な就学前教育行政に関する知識の向上をはかるため、明星大学人

文学部心理･教育学部(通信教育課程)に在籍し幼児教育について学んできた。

当選後は、このような学習環境から得られた知識をもとに、杉並区の就学前教育行政に関する

発言を重点的に行ってきており(平成23年決算特別委員会、同年第４回定例会一般質問、平成24

年基本構想に関する特別委員会、同年予算特別委員会)、今後とも同大学に継続して籍を置き、

通信教育課程において在宅学習の重要な指標となる補助教材をもとに、幼児教育に関する最新

の学問的成果を学び続けること、また夏季を主とするスクーリングを通じて幼児教育の実践的

知識を獲得することは、幼稚園の現場に勤めつつ、そこで汲み取られる保護者・職員等区民の

実情のもと、杉並区の幼保一体化問題を重要施策として取り上げる議員の政務調査の一環とし

て、必要不可欠の重きを為すものである。

以上を要するに、幼児教育の現場と実際に関する専門的知識を得ずして、幼児教育を取り巻く

行政についてきめ細く議論を行うことは不可能である。故に、明星大学継続費・補助教材費・

スクーリング受講費を計上する。
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別紙２－１

25 杉 並 第 1 0 5 9 0 号

平成 25 年５月 22 日

杉並区監査委員

小林 英雄 様

同

岩崎 英司 様

杉並区長 田中 良

政務調査費に関する住民監査請求に伴う抗弁書の提出について

平成２５年５月９日付け 25 杉監査第 74 号により通知のあった標記の件につ
いて、別紙のとおり提出します。
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標記の件について以下のとおり抗弁する。

１ 政務調査費の制度制定の経緯

（１）地方公共団体は、現在の政務調査費が制度化される以前から地方自治法第 232 条の 2

の規定に基づき、議会の会派等に対し調査研究目的の経費を交付していた。これは、同

法第 204 条の 2 の規定による、給与条例主義に反しないよう、補助金として交付してい

たものである。

（２）平成 12 年 5 月、政務調査費の制度化等を内容とする地方自治法の一部改正案が審議

され、衆・参議院とも全会一致で可決した。政務調査費制度の創設を規定した地方自治

法の一部を改正する法律（平成 12 年法律第 89 号）は、平成 12 年 5 月 31 日に公布され、

平成 13 年 4月 1 日に施行された。

（３）政務調査費については、平成 24 年 9月 5 日に公布された地方自治法の改正により政

務活動費に改められたところであるが、その以前の地方自治法第 100 条第 14 項の内容

は、「普通地方公共団体は、条例の定めるところにより、その議会の議員の調査研究に

資するため必要な経費の一部として、その議会における会派又は議員に対し、政務調査

費を交付することができる。この場合において、当該政務調査費の交付の対象、額及び

交付の方法は、条例で定めなければならない。」というもので、同項に基づき議員の調

査研究に資するため、杉並区議会の会派及び議員に対する政務調査費の交付に関する条

例（平成 13 年条例第 26 号。以下「条例」という。）が制定された。平成 24 年度までの

政務調査費はこの条例によるところとされている。

２ 政務調査費の交付及び返還等に関する手続について

今回の対象となった政務調査費の交付及び返還等に関する手続は、以下のとおりである。

なお、政務調査費に係る予算の支出等については、区議会事務局次長に委任されている。

（１）政務調査費の交付を受けようとするときは、以下のどちらかを議長に届け出る。

① 会派として政務調査費の交付を受けようとするときは、当該会派の代表者は、

政務調査費に係る経理担当者を定め、所属議員の氏名等を議長（議長の職務を行

う者がないときは議会の事務局長）に届け出なければならない。（会派に係る政

務調査費の交付に関する届）

その届け出た内容に異動を生じたときも同様とする。会派を解散したときは、

その代表者であった者は、議長に届け出なければならない。（条例第5条第1項

及び第 2項）（杉並区議会の会派及び議員に対する政務調査費の交付に関する条

例施行規則（以下「規則」という。）第1号様式）
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② 議員に係る政務調査費の交付を受けようとするときは、議員は、その旨を議

長に届け出なければならない。（議員に係る政務調査費の交付に関する届）

議員に係る政務調査費を受けないこととするときも同様とする。（条例第5条

第 3項）（規則第2号様式）

（２）議長は、上記(1)の届出に基づき、毎年度 4月 1 日の政務調査費に係る会派及び議員

の状況について、区長に通知（政務調査費交付対象者状況通知書）する。（条例第 6 条

第 1 項）（規則第 3 号様式）

なお、年度途中で上記(1)の届出があった場合は、議長は速やかに区長に通知（政務

調査費交付対象者変更通知書）する。（条例第 6 条第 2項）（規則第 4号様式）

（３）区長は、上記(2)の通知に基づき、速やかに政務調査費の交付の決定を行い、会派の

代表者及び議員に通知（政務調査費交付決定通知書）する。（条例第 7 条）（規則第 5

号様式）

（４）会派の代表者及び議員は、上記(3)の通知を受けた後、毎四半期の最初の月の 10 日

（その日が杉並区の休日を定める条例第 1 条に定める区の休日に当たるときは、その翌

日）までに、区長に当該四半期に属する月数分の政務調査費を請求する。（条例第 8 条

第 1 項）

（５）区長は、上記(4)の請求があったときは、速やかに政務調査費を交付する。（条例第 8

条第 2 項）

（６）会派の代表者及び議員は、一四半期の途中において、会派の解散、所属議員数の減

員、又は議員の辞職等があった場合、当該事実の生じた日の属する月の翌月（その日が

基準日である場合は、当月）分以降の政務調査費を区長に返還しなければならない。（条

例第 8 条第 4 項及び第 6 項）

（７）区長は、政務調査費の交付を受けた会派及び議員がその年度において交付を受けた

政務調査費の総額から、当該会派及び議員がその年度において行った政務調査費による

支出（条例第 9 条に規定する使途基準に従って行った支出をいう。）の総額を控除して

残余がある場合、当該残余の額に相当する額の政務調査費の返還を命ずることができる。

（政務調査費返還命令書）（条例第 12条）（規則第 8 号様式）

（８）会派の代表者及び議員は、前年度分の政務調査費収支報告書（以下「報告書」とい

う。）に、政務調査費の収支を表す出納簿及び領収書その他の証拠書類を添えて議長に

提出し、議長は、報告書を受け取ったときは、報告書の写しを区長へ送付する。（条例

第 10 条第 1項及び第 3 項）

３ 政務調査費に係る、議会や議員の活動と執行機関の関与（調査等）につい

ての見解

政務調査費は、議員の調査研究に資するため必要な経費の一部として交付するものであ

り、会派及び議員が執行機関から独立して活動していく上で支障の無いような政治活動の
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自由を保障する視点で、執行機関として対応すべきものと考えている。

また、政務調査費の執行については、第一に会派や議員の倫理観を前提にした自己検査、

第二に議会の代表者としての議長が調査することが妥当であり、あくまでも議会の自律性

の中で処理することが適当と考えている。

４ 使途基準について

区においては、条例第 9 条に基づき、規則第 6 条及び別表で政務調査費を使用する際の

使途基準を示している。

また、区議会内においては、「議会改革検討調査部会」や「政務調査費検討会」の検討結

果に基づき、平成 19年 3 月に、杉並区議会の会派及び議員に対する政務調査費の取扱いに

関する規程（以下「規程」という。）を議長訓令甲として制定するとともに、平成 20 年 4

月に第三者の意見を反映した政務調査費の「使途基準細目」を定めた。さらに、平成 22年

4 月に規程を改正し、「使途基準細目」をより適切な内容に改めるなど、区議会の自律性に

より適正化と透明性の向上を図っている。

さらに、区議会では、平成 21年 6 月に「杉並区議会政務調査費調査検討委員会」を設置

し、その検討過程のなかで、政務調査費の公平性及び客観性を担保し、適正な執行を確保

することを目的に、議長の諮問機関として「杉並区議会政務調査費専門委員会」を平成 22

年 5 月設置することとなった。両委員会では、監査結果で指摘を受けた事項等の基準の改

正に向けて検討し、より明確な基準にするため、平成 23 年 5 月及び平成 24 年 4月には「使

途基準細目」の一部改正を行った。

以上の経緯を含め、政務調査費の適正な使用については、条例第 11 条の定めるところに

より、議長が必要に応じ、会派の代表者及び議員が提出した前年度の報告書、政務調査費

の収支を表す出納簿及び領収書その他の証拠書類を調査することができるとしており、一

義的には、会派又は議員の自律的な良識ある判断に基づき、使途基準に従った支出がなさ

れるべきものと解している。

５ 今回の措置請求に関する区の見解

政務調査費は、学識経験者等を委員に加えた杉並区議会政務調査費専門委員会や常設し

ている政務調査費調査検討委員会において検討を行い、平成 23 年に引き続き平成 24 年４

月にも、第三者からの意見を反映させ使途基準細目を改正している。このように、時代の

要請に応えられる使途基準づくりや区民への説明責任を果たすことなどを目指した検討を

進め、適正な支出が行われてきたと理解しており、また、先に述べたとおり議会の自律性

の中で適切に処理されたものと考えている。

また、政務調査費については、区は執行機関と議会ないしこれを構成する議員又は会

派との抑制と均衡を図り、議会の自主性及び自律性を尊重しつつも、収支報告書の写し
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の内容から、政務調査費の適正な執行が行われているかをチェックすることで、政務調

査費の透明性を確保し、区長の政務調査費の交付者としての責任を果たしているものと

考えている。今回の措置請求の対象となっている件については、条例第11 条に基づき、

議長が報告書及び領収書等を調査し、適正な執行であると判断したものと考えている。

執行機関である区長は、提出された報告書の写しをもとに政務調査費の支出について明

らかな使途基準違反があるか等のチェックを行ったが、違反は見つからなかった。現在

まで、修正等の新たな報告書の提出がないので、支出に誤りがあったとは、認識してい

ない。

しかし、今回の措置請求書の記載に、提出された報告書と矛盾する事項が指摘されてい

ることから、この点については、議員個人の自己検査や議長の調査権の中で正否を明らか

にすることを望むものである。
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別紙２－２

平成 25年 5月 22日

抗弁書

監査委員あて

区議会事務局長

与島 正彦

１ 政務調査費の法制化の経緯等

政務調査費は、平成 11 年 7 月に「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関す

る法律」（平成 11 年法律第 87号）が成立し、地方公共団体の自己決定権、自己責任が拡大

したことに伴い、議会機能の充実強化を図る必要があることから、平成 12年 5月 24日「地

方自治法の一部を改正する法律案」として可決、成立した（平成 12年法律第 89号）。この

改正により、「普通地方公共団体は、条例の定めるところにより、その議会の議員の調査研

究に資するため必要な経費の一部として、その議会における会派又は議員に対し、政務調

査費を交付できる。この場合において、当該政務調査費の交付の対象、額及び交付の方法

は、条例で定めなければならない。」（地方自治法第 100条第 14項）とされ、当区では、平

成 13 年 3 月 23 日に「杉並区議会の会派及び議員に対する政務調査費の交付に関する条例

（以下「条例」という。）」を定めた。

杉並区議会では、条例制定時から出納簿（平成 18年度分までは写し）を収支報告書とあ

わせ議長に提出し、区民が閲覧できるよう対応し、また平成 18 年 12 月には政務調査費の

収支報告の際に領収書その他の証拠書類を添付する条例改正を全議員の総意により行い、

以後、使途基準の明確化と透明性の確保を順次図ってきている。

２ 請求人の主張に対する見解等

そもそも政務調査活動とは、一般的には会派・議員が、区政の課題や議会で審議する案

件について行う調査研究のための活動や、区民、民間の団体等との意見交換、区民などに

対して行う広報・広聴活動などを言う。また、調査研究活動に伴う経費としての支出の適

合性については、調査活動を行う際の手法、スケジュールとの関係、天候など政務調査活

動を取り巻く状況に左右される側面を有するとともに、調査研究活動の主体である会派・

議員の自律的判断に委ねられており、例えば当該活動の一部に調査研究活動以外の活動が

混在する場合、どの程度の割合が調査研究活動に当たるかといったことについても、会派・

議員の活動の実態に照らして自ら判断されるものと解されている。

このように、政務調査費の使途については、使途基準に従った支出を会派・議員に委ね

られているものである一方で、政務調査費は公費から交付されるのであるから、当該活動

に必要な経費の一部として使途基準の範囲内で支出されなければならないことはもちろん
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のこと、会派・議員においては、常にコスト意識を持ち、当該経費の使途の透明性を確保

するとともに、会派・議員の「判断」についても区民に対して十分に説明していく責任を

果たしていくことが求められている。

こうした視点から、請求人の主張を踏まえ、田中ゆうたろう議員の政務調査費の使途を

調査したところ、以下のような疑義が生じ、本人にも聴聞を行ったところである。

（１）交付される政務調査費を超えた収支報告書について

田中ゆうたろう議員については、条例第1条の規定により、平成23年5月から24年3月ま

で、月額16万円、年額176万円が政務調査費として交付され、これに対し285万円余の政

務調査活動経費が収支報告書に計上されている。

一般に、政務調査活動にかかる経費が交付された額を超えた場合には、当該会派・議

員自身がその経費を負担することになり、その意味からは、政務調査活動に関する経費

には上限は無く、特段の規定も設けてはいない。

しかし、100万円を超える経費の超過は異例であり、政務調査費が公費支出されている

こと、交付金額に上限があることに鑑みたとき、収支報告を行う際には経費を闇雲に計

上するのではなく、交付を受けるべき対象としてふさわしい経費かどうか、特に交付額

を著しく超過する場合には、それぞれが一定の配慮のうえに常識的な範囲で収支報告は

行われる必要があると解し、その取扱いについて、十分留意するよう伝えたところであ

る。

（２）明星大学通信教育（幼児教育）・明治大学専門職大学院学費等について

平成 18 年 11 月 8 日の東京高裁判決で、公共政策大学院の学費に関し、条例及び規則

等に直接規定されていないとしても、調査研究に資するための必要な経費に該当し、公

共政策大学院へ通学することは、議員の調査研究活動の基盤の充実を図るという政務調

査費の制度趣旨に合致するものであるということができ、当該学費は、調査研究活動に

必要な経費に該当すると判断されている。

裁判例は公共政策大学院に関するものであるが、議員にとってより高い政策立案能力

や高度の知識が必要となっている現状からも、個人の能力を高めることにつながり、一

般質問等の議員活動を通じて杉並区政に還元されるものと見なせるものであれば、学校

等における授業料についても、区政に関する調査研究に資するための必要な経費として

認められるものとして取り扱っている。

実際、田中ゆうたろう議員からは、明星大学の受講目的としては、区の幼児教育・保

育行政に関する調査研究であり、夏季スクーリングにおいて受講した教育社会学、保育

学など、同大学で習得した専門的知識をもとに、政策作成・提言を行い、議員活動に反

映している旨の説明を受けている。また、明治大学専門職大学院についても、同趣旨の

説明であった。

しかし、明星大学通信教育に係る請求人の指摘にあるように、そこで得た知識を活用

し家業に携わっている事実があるなど、そのための学費とみるべき比重が一定程度ある

のであれば、その全額を区政に関する調査研究に資するための経費とは捉えることはで

きないものと考えるが、その点での具体的な資料の提示や説明がなされていないことか
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ら、現在の説明ないしは提示された資料ではその全額を政務調査費で充てることが適正

なものと判断することはできなかった。

（３）事務所費について

議員活動の基盤となる事務所の賃料については、使途基準で政務調査活動の対象とし、

賃借料を計上する場合には、契約書等事務所の要件を具備することを示す書類が提出さ

れていれば、当該賃借料の1/2、かつ、月額5万円を上限として、自己又は生計を一にす

る親族所有の事務所に該当しなければ適切な経費として認められている。

また、平成19年12月26日大阪高裁判決においては、議員の親等の親族が賃貸人であっ

ても、事務所としての実態を有する限り、親子間で当該事務所の部分の使用関係ないし

経費の負担関係を明確にしておくために賃貸借契約を締結することは、それ自体別段不

自然だということはできないと判断されている。

本件事務所については、田中ゆうたろう議員と所有者であるＡとの間で賃貸借契約を

締結しており、Ａとは生計を一にしている親族ではない旨の説明を受けていたことから、

政務調査費としての支出を認めてきた。

そうしたことから、平成23年5月分以降の賃貸借関係については、事務所としての実態

があるものとして、月額5万円が政務調査活動に関する経費として計上されている。

請求人の疑義について本人に聴聞したところ、当該事務所の「203」とあるのは、2階

ではなく3階であり、契約を取り交わしたＡについては、改めて当該賃貸人は親族である

が生計を一にする親族ではなく、加えて本人自身の住居は当該事務所の隣室であり、契

約に関しては、学校法人山本学園の代表者がＡであることから、同人と賃貸借契約を結

んだとの説明を受けた。また、「田中ゆうたろうを育てる会」「今申楽 朧座」の表札に

ついては郵便物を受け取るためだけのものにすぎず、事務所としての実態は無いとの説

明であった。

しかし、請求人の追加資料、本人から提出された間取り図等からは未だ賃借関係の実

態が十分に説明されたとは考えられず、また契約書関係については十分な説明の無いま

まに不備な点も多く、現在の資料等から適正なものと判断することはできなかった。

（４）人件費について

政務調査活動の補助に当たるか否かの判断については、議員の調査研究の対象が広範

囲に及び、調査方法も多様なことから、明らかに議会活動に反映・寄与しない場合や、

使途基準等に照らして必要性・合理性を欠いている場合など会派・議員の裁量的判断を

著しく逸脱しているとは認められない行為の補助業務であれば良く、当該補助員の氏名

や住所、業務内容や賃金、生年月日が記載され、かつ、職員本人による確認・押印がな

されていれば、記載方法の具体性の度合いは会派・議員の自律的判断に委ねている。

今般、請求人からは証拠書類等に掲載されている職員の勤務の実態が無い部分がある

旨指摘を受けたことから、特に強く本人に聴聞したところ、政務調査活動の事務補助員

が勤務できない場合には、代行者がこれを行っていたという釈明を受けた。

そうすると、現時点で提出されている勤務報告書等は、事実とは異なる報告となり、

改めて正しい報告書等の提出がなされるべきであり、現在の説明のみで適正なものと判
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断することはできない。

３ 聴き取り等調査を終えて

今般、請求人からは、収支報告に対する事実と異なる疑義を指摘されているわけだが、

このことに対して改めて本人に直接確認をし、証拠書類の提出等を再三にわたり求めてき

た。現時点での証拠書類等の状況では、十分な説明が行われていると判断することはでき

ず、条例に定める使途基準に従って行われた政務調査費による支出に該当するか判断でき

ないことから、さらなる具体的な疎明資料の提出を求めた。

しかしながら、本人からは、自分としては必要十分な説明を行っているという認識の下、

提出した資料に基づき、監査の結果（判断・意見）を待ちたいという旨、回答を受けてい

るところである。



64

別紙３

25 杉議会第 152 号

平成 25年 5月 22日

杉並区監査委員

小林 英雄 様

同

岩崎 英司 様

杉並区議会

議長 井口 かづ子

政務調査費に係る調査について（回答）

１ 「杉並区議会の会派及び議員に対する政務調査費の交付に関する条例」に基づく議長

の調査の実施について

平成 25 年 5 月 9日付 25 杉監査第 75 号の調査依頼に基づき、条例第 11 条に規定して

いる政務調査費の議長による調査を実施した。

田中ゆうたろう議員の平成２３年度政務調査費について、請求人が述べている措置請

求の趣旨及び内容並びに個々に指摘している政務調査費の支出が、使途基準その他の法

規等に照らして、違法・不当であるか否かについて確認を行った。

２ 調査結果について

領収書の記載内容だけでは政務調査との関連がわかりづらいものが複数見受けられた

ため、当該議員に事実関係を確認した。今後も引き続き、調査研究活動との関連を補う

説明処理等を進めていく。

３ 請求人の主張に対する見解等

そもそも政務調査活動とは、一般的には会派・議員が、区政の課題や議会で審議する

案件について行う調査研究のための活動や、区民、民間の団体等との意見交換、区民な

どに対して行う広報・広聴活動などを言う。また、調査研究活動に伴う経費としての支

出の適合性については、調査活動を行う際の手法、スケジュールとの関係、天候など政

務調査活動を取り巻く状況に左右される側面を有するとともに、調査研究活動の主体で
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ある会派・議員の自律的判断に委ねられており、例えば当該活動の一部に調査研究活動

以外の活動が混在する場合、どの程度の割合が調査研究活動に当たるかといったことに

ついても、会派・議員の活動の実態に照らして自ら判断されるものと解されている。

このように、政務調査費の使途については、使途基準に従った支出を会派・議員に委

ねられているものである一方で、政務調査費は公費から交付されるのであるから、当該

活動に必要な経費の一部として使途基準の範囲内で支出されなければならないことはも

ちろんのこと、会派・議員においては、常にコスト意識を持ち、当該経費の使途の透明

性を確保するとともに、会派・議員の「判断」についても区民に対して十分に説明して

いく責任を果たしていくことが求められている。

こうした視点から、請求人の主張を踏まえ、田中ゆうたろう議員の政務調査費の使途

を調査したところ、以下のような疑義が生じ、本人にも聴聞を行ったところである。

（１）交付される政務調査費を超えた収支報告書について

田中ゆうたろう議員については、条例第1条の規定により、平成23年5月から24年3月ま

で、月額16万円、年額176万円が政務調査費として交付され、これに対し285万円余の政

務調査活動経費が収支報告書に計上されている。

一般に、政務調査活動にかかる経費が交付された額を超えた場合には、当該会派・議

員自身がその経費を負担することになり、その意味からは、政務調査活動に関する経費

には上限は無く、特段の規定も設けてはいない。

しかし、100万円を超える経費の超過は異例であり、政務調査費が公費支出されている

こと、交付金額に上限があることに鑑みたとき、収支報告を行う際には経費を闇雲に計

上するのではなく、交付を受けるべき対象としてふさわしい経費かどうか、特に交付額

を著しく超過する場合には、それぞれが一定の配慮のうえに常識的な範囲で収支報告は

行われる必要があると解し、その取扱いについて、十分留意するよう伝えたところであ

る。

（２）明星大学通信教育（幼児教育）・明治大学専門職大学院学費等について

平成 18 年 11 月 8 日の東京高裁判決で、公共政策大学院の学費に関し、条例及び規則

等に直接規定されていないとしても、調査研究に資するための必要な経費に該当し、公

共政策大学院へ通学することは、議員の調査研究活動の基盤の充実を図るという政務調

査費の制度趣旨に合致するものであるということができ、当該学費は、調査研究活動に

必要な経費に該当すると判断されている。

裁判例は公共政策大学院に関するものであるが、議員にとってより高い政策立案能力

や高度の知識が必要となっている現状からも、個人の能力を高めることにつながり、一

般質問等の議員活動を通じて杉並区政に還元されるものと見なせるものであれば、学校

等における授業料についても、区政に関する調査研究に資するための必要な経費として

認められるものとして取り扱っている。

実際、田中ゆうたろう議員からは、明星大学の受講目的としては、区の幼児教育・保

育行政に関する調査研究であり、夏季スクーリングにおいて受講した教育社会学、保育
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学など、同大学で習得した専門的知識をもとに、政策作成・提言を行い、議員活動に反

映している旨の説明を受けている。また、明治大学専門職大学院についても、同趣旨の

説明であった。

しかし、明星大学通信教育に係る請求人の指摘にあるように、そこで得た知識を活用

し家業に携わっている事実があるなど、そのための学費とみるべき比重が一定程度ある

のであれば、その全額を区政に関する調査研究に資するための経費とは捉えることはで

きないものと考えるが、その点での具体的な資料の提示や説明がなされていないことか

ら、現在の説明ないしは提示された資料ではその全額を政務調査費で充てることが適正

なものと判断することはできなかった。

（３）事務所費について

議員活動の基盤となる事務所の賃料については、使途基準で政務調査活動の対象とし、

賃借料を計上する場合には、契約書等事務所の要件を具備することを示す書類が提出さ

れていれば、当該賃借料の1/2、かつ、月額5万円を上限として、自己又は生計を一にす

る親族所有の事務所に該当しなければ適切な経費として認められている。

また、平成19年12月26日大阪高裁判決においては、議員の親等の親族が賃貸人であっ

ても、事務所としての実態を有する限り、親子間で当該事務所の部分の使用関係ないし

経費の負担関係を明確にしておくために賃貸借契約を締結することは、それ自体別段不

自然だということはできないと判断されている。

本件事務所については、田中ゆうたろう議員と所有者であるＡとの間で賃貸借契約を

締結しており、Ａとは生計を一にしている親族ではない旨の説明を受けていたことから、

政務調査費としての支出を認めてきた。

そうしたことから、平成23年5月分以降の賃貸借関係については、事務所としての実態

があるものとして、月額5万円が政務調査活動に関する経費として計上されている。

請求人の疑義について本人に聴聞したところ、当該事務所の「203」とあるのは、2階

ではなく3階であり、契約を取り交わしたＡについては、改めて当該賃貸人は親族である

が生計を一にする親族ではなく、加えて本人自身の住居は当該事務所の隣室であり、契

約に関しては、学校法人山本学園の代表者がＡであることから、同人と賃貸借契約を結

んだとの説明を受けた。また、「田中ゆうたろうを育てる会」「今申楽 朧座」の表札に

ついては郵便物を受け取るためだけのものにすぎず、事務所としての実態は無いとの説

明であった。

しかし、請求人の追加資料、本人から提出された間取り図等からは未だ賃借関係の実

態が十分に説明されたとは考えられず、また契約書関係については十分な説明の無いま

まに不備な点も多く、現在の資料等から適正なものと判断することはできなかった。

（４）人件費について

政務調査活動の補助に当たるか否かの判断については、議員の調査研究の対象が広範

囲に及び、調査方法も多様なことから、明らかに議会活動に反映・寄与しない場合や、

使途基準等に照らして必要性・合理性を欠いている場合など会派・議員の裁量的判断を



67

著しく逸脱しているとは認められない行為の補助業務であれば良く、当該補助員の氏名

や住所、業務内容や賃金、生年月日が記載され、かつ、職員本人による確認・押印がな

されていれば、記載方法の具体性の度合いは会派・議員の自律的判断に委ねている。

今般、請求人からは証拠書類等に掲載されている職員の勤務の実態が無い部分がある

旨指摘を受けたことから、特に強く本人に聴聞したところ、政務調査活動の事務補助員

が勤務できない場合には、代行者がこれを行っていたという釈明を受けた。

そうすると、現時点で提出されている勤務報告書等は、事実とは異なる報告となり、

改めて正しい報告書等の提出がなされるべきであり、現在の説明のみで適正なものと判

断することはできない。

３ 聴き取り等調査を終えて

今般、請求人からは、収支報告に対する事実と異なる疑義を指摘されているわけだが、

このことに対して改めて本人に直接確認をし、証拠書類の提出等を再三にわたり求めてき

た。現時点での証拠書類等の状況では、十分な説明が行われていると判断することはでき

ず、条例に定める使途基準に従って行われた政務調査費による支出に該当するか判断でき

ないことから、さらなる具体的な疎明資料の提出を求めた。

しかしながら、本人からは、自分としては必要十分な説明を行っているという認識の下、

提出した資料に基づき、監査の結果（判断・意見）を待ちたいという旨、回答を受けてい

るところである。

４ 議員からの説明

平成 23年度政務調査費収支報告書に関する住民監査請求が提出されたので、以下抗弁

する。

当報告書は、条例に定められた使途基準・使途基準細目に従って作成を行ったもので

ある。請求内容は全くの事実誤認に基づくもので、不当であり、認められない。「支出報

告の個別具体的内容を点検したところ、その経費の使途・目的、内容および経費計上の

手法が著しく不当・違法であると解される」などとする請求内容の指摘は、謂れなき中

傷と断ぜざるを得ず、当方の名誉を著しく損なうものである。

１ 明星大学通信教育（幼児教育）学費及びスクーリング受講諸費用について

同大学通学及びスクーリング受講の目的は、区の幼児教育・保育行政に関する調査

研究であり、実際に平成 23 年度夏季スクーリングにおいて受講した教育社会学、保育

学など、本学で習得した専門的知識をもとに、政策作成・提言を行い、議員活動に反

映している（平成 23 年決算特別委員会、同年第 4 回定例会一般質問、平成 24 年基本

構想に関する特別委員会、同年予算特別委員会など）。よって、支出は正当である。「自

己の私的な技能習得の目的のため、区の条例に基づく規定に反する」などとする請求

内容の指摘は不当である。
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なお、他自治体においても、議員の大学学費に関する類似の実例があり、監査請求

が出されているが（平成 21年度北九州市、平成 23年度青梅市）、監査によっていずれ

も棄却されている。

２ 明治大学専門職大学院入学金及び学費について

同専門職大学院には、公共政策の調査研究を目的として入学し、以降通学するもの

であり、実際に本学で習得した公共政策に関する知識をもとに、政策作成・提言を行

い、議員活動に反映している。よって、支出は正当である。大学院入学を「自己の学

歴取得のため、または学識・能力の向上のためであり、自己の私的な技能取得が目的

である」などとする請求内容の指摘は不当である。

なお、公共政策大学院の学費については、すでに区議会議員の学費支出の当否を論

じた住民訴訟判例(判例集未登載)があり、そこでは、議員が、政務調査費を用いて、

公共政策大学院に学ぶことの意義が高く評価されている。以下、その内容(地裁判決・

高裁判決［本件確定］)を転記する。

「地方分権推進の流れの中で、自治体にも福祉行政、環境行政、都市計画など複雑

高度な問題に対する対応能力が要求されるようになることに鑑み、同会派所属議員の

政策立案能力や法務能力の向上を図るため、同会派の議員････を明治大学公共政策大

学院ガバナンス研究科に派遣したことが認められ、こうした経緯に同ガバナンス研究

科の前記研究、教育内容に照らせば、(議員の)通学は、(議員)個人の能力を高め、そ

れを区政に還元させることを目的としたものであり、また客観的にも区政の充実に役

立つものとみることができるから、これを区政とは関係のない(議員)個人の知識、能

力の取得にとどまるものであるということは到底できない。したがって、控訴人(原告)

の（政務調査費の目的外使用との）主張は理由がない」(東京高裁平成 18 年 11 月 8日

／平成 18年(行コ)第 211 号)」｡

３ 事務所費について

杉並区和田 1-61-18 2 階の間取りは別紙の通りであり、マンションと同じ構造とな

っている。203 号室には本人の親戚が長らく居住していたが、平成 20年、他所に移転

したため、同 23年 3月まで空室であったところ、4月以降、貸主であるＡと賃貸契約

を結び、本人の事務所として借用するに至った。なお、201号室はＡ、202号室は本人・

両親・弟の自宅である。よって、支出は正当である。「記載が事実に反し無効」「作文

である」などとする請求内容の指摘は不当である。

４ 人件費について

事務補助に当たっては、事務補助職員 Ｂの監督・指示のもと、同氏の友人（Ｄ）が

事務所に来て、同氏の業務を補佐・代行したこともあった。Ｂには、実際には、収支

報告書・勤務報告書に記載した日程・時間帯以外にも事務補助を委託し、月 5 万円以

上支払ったが、政務調査費からの支出は上限 5 万円と定められているので、各報告書

への記載は同額相当分に留めた。勤務報告書については、記録はとっていないので、
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記憶に基づいて正確に記載した。よって、支出は正当である。「事実に基づかない架空

計上であり、虚偽による詐取であると言われてもやむを得ない」などとする請求内容

の指摘は不当である。
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別紙４

25 杉議会第 187 号

平成 25 年 6 月 4 日

杉並区監査委員

小林 英雄 様

同

岩崎 英司 様

杉並区議会

議長 井口 かづ子

政務調査費に係る再調査について（回答）

１ 別紙の質問項目について、具体的な説明と事実関係を裏付ける証拠となる資料の提示

又は提出

平成 25 年 5 月 28日付 25 杉監査第 113 号の再調査依頼に基づき、条例第 11 条に規定

している政務調査費の議長による調査を実施した結果、当該議員からは、別紙質問項目

に対する説明及び資料の提示があった。
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（別紙）

質問項目に対する回答（田中ゆうたろう）

１ 明星大学通信教育の学費等

在籍している学部名・学科名（受講コース名）は、何か。正科生なのか、それとも科

目等履修生なのか。また、いつから在籍しているのか。

回答：人文学部心理・教育学科（通信教育課程） 正科生 平成１９年１０月１日

２ 借用事務所賃借料

(１) 本件賃貸借契約について

① 賃借部分は、契約書では「２階」となっているが、登記簿謄本では「３階」

ということでよいか。

回答：よい。

② 当該３階部分は、Ａ外３名の共有になっているが、Ａ１人と契約を締結して

いるのは、なぜか。

回答：Ａは他３名の母であり、当該３階部分の所有者はもともと同氏であっ

た。登記簿変更後も、世間の慣習に多く見られるように、同氏が当該３

階部分の実質的な大家であると見做して、同氏と契約を締結した。

③ ２０３号室の使用関係について

ア 賃借部分は、１０畳（１室）となっているが、２０３号室のどの部分か。

回答：抗弁書に添付の平面図中、Ｌ（リビング）と記載された面積のうち

の１０畳分である。

イ １０畳以外の部分の使用関係は、どのようになっているのか。

回答：Ａが物置として利用している。

ウ 「田中ゆうたろうを育てる会事務局」と「今申楽朧座」は、どこにある

のか。２０３号室にある場合、議員事務所との使用面積割合、賃料の負担

割合は、どのようになっているのか。

回答：「田中ゆうたろうを育てる会事務局」と「今申楽朧座」は、両名義宛

の郵便物を田中ゆうたろう本人が受け取る必要上、便宜的に表札に

併記しているもので、実質的な使用面積はゼロである。

④ 抗弁書では、「平成２３年３月までは２０３号は空室であった」、「本人の自

宅は２０２号室である」と述べているのに対し、同年３月１日付けの契約書で

は、田中議員の住所が和田１－６１－１８－２０３になっているのは、なぜか。
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回答：契約書中の田中ゆうたろう住所「和田１－６１－１８－２０３」は当

方の不注意によるミスであり、正しくは「和田１－６１－１８－２０

２」である。

⑤ 賃料の実際の支払方法（当月分を当月末に支払）が契約内容（当月分を前月

末までに支払）と異なっているのは、なぜか。また、領収書以外で、賃料の支

払の事実が確認できるものがあるか。（例えば、Ａの確定申告書又は通帳の写

しの該当部分等）

回答：特に理由はない。実際の支払方法と契約内容の齟齬に、双方の契約者

ともうっかり気付かずに今日に至ったのが実際である。

（領収書以外で、報酬の支払の事実が確認できるものの存否について）

Ａに存否を尋ねたが、回答を得られなかった。よって、当方では把握

していない。

(２) 生計を一にする親族の有無について

生計を一にする親族は、存在するか否か。存在する場合は、誰か。また、扶養

関係が確認できるものがあるか。（例えば、本人の源泉徴収票又は確定申告書の

写しの該当部分等）

回答：（生計を一にする親族の存否について）

否。

（扶養関係が確認できるものの存否について）

別途添付する。

３ 事務補助職員の雇用

Ｂが行ったとする「監督・指示」の具体的な方法・内容とＤが行ったとする「補佐・

代行」の具体的な内容は、どのようなものか。Ｂが単独で勤務した日とＤが補佐・代行

した日は、それぞれいつか。また、領収書以外で、報酬の支払の事実が確認できるもの

があるか。（例えば、Ｂの確定申告書又は通帳の写しの該当部分等）

回答：（Ｂの監督・指示の具体的方法・内容について）

視察資料作成や委員会資料作成のため、テープ起こしやパソコンへの入力作業

を円滑に進めるに当たり、勤務者として責任をもって、友人のＤの協力を得な

がら、その一部を補佐・代行して頂いていた。同氏の作業に支障なきよう、携

帯電話やパソコンを利用して随時連絡を取り合い、打ち合わせを綿密に行いな

がら、同氏の作業を監修していた。また、作業の順序、機器の操作方法、視察

や委員会に関する事項など、必要な知識を同氏に随時指導していた。

（Ｄの補佐・代行の具体的内容について）

友人のＢと、携帯電話やパソコンを利用して随時連絡を取り合い、打ち合わせ

を綿密に行いながら、同氏のテープ起こしやパソコンへの入力作業に種々の助

言を頂き、一部単純作業を手伝うなど協力頂いていた。
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（Ｂが単独で勤務した日とＤが補佐・代行した日について）

記憶していない。

（領収書以外で、報酬の支払の事実が確認できるものの存否について）

Ｂに存否を尋ねたが、回答を得られなかった。よって、当方では把握してい

ない。
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